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第４章　安全で良好な生活環境の確保

1　大気環境の監視体制
○　大気汚染常時監視システム
「大気汚染防止法」（昭和４３年法律第９７号）に基
づき、県内の大気環境基準の適合状況や高濃度汚
染の把握のため、国や仙台市とともに大気汚染の
常時監視を行っています。令和２年度末現在で、
一般環境大気測定局（以下「一般局」という。）２９
局、自動車排出ガス測定局（以下「自排局」とい
う。）９局、特定項目測定局１局、大規模発生源監
視局１１局において、二酸化硫黄、光化学オキシダ
ントなどの大気汚染物質を自動測定しています。

その結果はテレメータシステムにより保健環境セ
ンターに送信され、２４時間常時監視するととも
に、WEB上にリアルタイムで公表しています。
○　工場等発生源の監視
特に県の大気環境に影響を及ぼすおそれのある

大規模工場１１工場については、「宮城県大規模発
生源常時監視要綱」に基づき、燃料使用量、二酸
化硫黄濃度、窒素酸化物濃度等の連続測定データ
を保健環境センターがテレメートし、常時監視し
ています。

１　大気環境の現状

第４章　安全で良好な生活環境の確保

第１節　環境の現状

環境対策課

環境対策課

▲図３−４−１−１　宮城県内の大気汚染常時監視測定局等
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

○　環境基準の達成状況
令和２年度の二酸化硫黄、一酸化炭素、二酸化

窒素については、全測定局で環境基準を達成しま
した。浮遊粒子状物質については全測定局で「長
期的評価」の環境基準を達成しましたが、「短期的
評価」では９局が環境基準を超過しました。光化
学オキシダントについては、全測定局で環境基準

が未達成でした。
また、微小粒子状物質については、有効測定時

間を満たした全測定局で「長期基準」及び「短期
基準」を達成しました。
有害大気汚染物質（ベンゼン等４物質）につい

ては、すべての測定地点で環境基準を達成しまし
た。

環境対策課

微小粒子状物質
PM２．５

二酸化窒素
NO２

光化学
オキシダント

Ox

浮遊粒子状物質
ＳＰＭ

一酸化炭素
CO

二酸化硫黄
SO２

物　　質

評価方法

測　定　局

（２）
長期的評価

（５）
日平均値の９８％値

（４）（３）
短期的
評　価

（２）
長期的
評　価

日平均値の
２％除外値

（３）
短期的
評　価

（２）
長期的
評　価
日平均値の
２％除外値

（３）
短期的
評　価

（２）
長期的
評　価
日平均値の
２％除外値

（７）
長期基準に
関する評価

（６）
短期基準に
関する評価

下限値
０．０４ppm

上限値
０．０６ppm

２４２４２６２６２７２７２７１１１２１２測　定　局

一 般 環 境
大　 　 気
測 定 局

２３２３２６２６０１９２７１１１２１２達　成　局
／／／／／／／／／／／ー
２３２３２６２６２７２７２７１１１２１２有効測定局（１）
１００１００１００１０００７０１００１００１００１００１００達成率（％）
４４９９０９９３３１１測　定　局

自 動 車
排 出 ガ ス
測 定 局

４４９９０８９３３１１達　成　局
／／／／／／／／／／／ー
４４９９０９９３３１１有効測定局
１００１００１００１０００８９１００１００１００１００１００達成率（％）
２８２８３５３５２７３６３６４４１３１３測　定　局

計
２７２７３５３５０２７３６４４１３１３達　成　局
／／／／／／／／／／／ー
２７２７３５３５２７３６３６４４１３１３有効測定局
１００１００１００１０００７５１００１００１００１００１００達成率（％）

▼表３−４−１−１　令和２年度大気汚染に係る環境基準達成状況1

（１）　有効測定局：有効測定時間が６，０００時間以上の測定局をいう。（光化学オキシダント、短期的評価は除く。）
（２）　長期的評価：測定値の１時間値の１日分の平均値についての１年分のデータから、値の高い方から２％の範囲にあるものを除外し、その中で最高となった値を基準と照らし評価

するもの。（１日平均値が２日以上連続して基準を超過する場合は環境基準不適合と判断。）
（３）　短期的評価：測定値の日平均値及び１時間値又は８時間の１年分の全データを、基準と照らし評価するもの。
（４）　光化学オキシダントの評価：５時～２０時までの昼間の１時間値の１年分の全データを基準と照らして評価するもの。
（５）　９８％値評価：測定値の１時間値の１日分の平均値についての１年分のデータから、値の低い方から９８％の範囲内にあるデータの中の最高となった値を基準と照らし評価するもの。
（６）　短期基準に関する評価：測定結果の１日平均値についての９８％評価値と、短期基準（１日平均値）３５μg／㎥と比較し評価するもの。
（７）　長期基準に関する評価：測定結果の１年平均値を長期基準（１年平均値）１５μg／㎥と比較し評価するもの。

▼表３−４−１−２　令和２年度大気汚染に係る環境基準達成状況2
測　　　定　　　結　　　果

調査対象
物質数測定地点実　施

主　体地域分類
ジクロロメタンテトラクロロ

エチレン
トリクロロ
エチレンベンゼン

達成
状況

環境基準
１５０主/㎥

達成
状況

環境基準
２００主/㎥

達成
状況

環境基準
１３０主/㎥

達成
状況

環境基準
３主/㎥

○０．４８○０．０３０○０．０１５○０．３４２１国設箟岳局１ 環境省

一 般 環 境
○１．２０○０．０４２○０．０７０○０．５７２１古川合同庁舎２ 宮城県
○１．６０○０．０４５○０．０３０○０．６４２１塩釜測定局（塩竈市役所）３ 宮城県
○０．７４○０．０１８○０．０３５○０．５４２１榴岡測定局（榴岡公園）４ 仙台市
○０．７６○０．０２２○０．０３１○０．５０２１中野測定局（高砂中学校）５ 仙台市固定発生源周辺
○２．４０○０．０４５○０．０５０○０．７７２１名取自動車排出ガス測定局６ 宮城県

沿 道 ○０．８２○０．０２２○０．０６０○０．６０２１五橋測定局（旧市立病院）７ 仙台市
○０．９５○０．０１６○０．０２６○０．６７２１将監測定局（泉消防署）８ 仙台市

※１地点当たりの調査回数は１２回／年、各地点の測定結果は年平均値を示す。
　環境基準の達成状況については、「○」は達成を、「×」は非達成を示す。　
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

○　汚染物質の状況
①　二酸化硫黄
二酸化硫黄は、石炭や重油などの燃料の燃焼に

より排出されます。
令和２年度は、県内１３局（一般局１２局、自排局

１局）の全局で環境基準を達成しました。

②　一酸化炭素
一酸化炭素は、主に自動車排出ガスが発生源と

なっています。
令和２年度は、県内４局（一般局１局、自排局

３局）の全局で環境基準を達成しました。

③　浮遊粒子状物質（SPM）
浮遊粒子状物質は、粒径が１０μm以下の大気中
に浮遊する粒子状物質で、工場からのばいじんや
自動車からの黒煙などが主な原因です。
令和２年度は、県内３６局（一般局２７局、自排局

９局）の全局で「長期的評価」の環境基準を達成
しました。「短期的評価」は黄砂の影響により一般
局８局、自排局１局で超過したほかは、環境基準
を達成しました。

④　光化学オキシダント
光化学オキシダントは、窒素酸化物や炭化水素

等の原因物質が光化学反応を起こして生成するも
のであり、オゾンを主成分とする汚染物質の集合
体です。
令和２年度は、県内２７局の全局で環境基準を未

達成でした。
「宮城県大気汚染緊急時対策要綱」に基づき、関
係市町村や関係機関との連絡体制を整備し、硫黄
酸化物、二酸化窒素及び光化学オキシダントの３
物質について、緊急時には表３−４−１−３の８
地域毎に警報や注意報を発令し速やかな広報等を
行うこととしています。特に、光化学オキシダン
トの発生が予想される４月１５日から９月３０日まで
の期間に備えて訓練を実施しました。
なお、光化学オキシダントの緊急時の発令につ

いては、平成１２年度以降は行われていません。

⑤　非メタン炭化水素
光化学オキシダントの生成防止のため、その原

因物質の一つとなる非メタン炭化水素の環境上の
指針値が設定されています。
令和２年度は、県内７局（一般局６局、自排局

１局）のうち、一般局４局、自排局１局で指針値
を１日以上超過しました。

環境対策課

▼表３−４−１−３　光化学オキシダント予報等発令地域と対象
市町村

対　　象　　市　　町　　村発令地域
気仙沼市（旧唐桑町の区域を除く）の区域気 仙 沼
登米市（旧東和町の区域を除く）の区域登　　米
栗原市のうち築館、若柳、高清水、一迫、瀬峰、志波
姫の区域栗　　原

大崎市のうち鳴子温泉を除く区域、涌谷町、美里町及
び加美町のうち旧中新田町の区域大　　崎

石巻市の区域のうち旧雄勝町、旧北上町、万石橋以東
の半島部及び島しょを除く区域並びに東松島市の区
域

石　　巻

仙台市、塩竈市、多賀城市、富谷市、七ヶ浜町、利府
町、松島町、大郷町、大和町及び大衡村の区域仙　　塩

名取市、岩沼市、亘理町及び山元町の区域岩　　沼
白石市、角田市、蔵王町、大河原町、村田町、柴田町
及び丸森町の区域仙　　南

▲図３−４−１−５　光化学オキシダントの年間値の推移
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▲図３−４−１−４　浮遊粒子状物質の年間平均値の推移
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▲図３−４−１−２　二酸化硫黄の年間平均値の推移
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▲図３−４−１−３　一酸化炭素の年間平均値の推移
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

⑥　二酸化窒素
二酸化窒素は、工場での重油などの燃料の燃焼

や自動車排出ガス中の一酸化窒素と空気中の酸素
との反応により生成します。
令和２年度は、県内３５局（一般局２６局、自排局

９局）の全局で環境基準の上限値及び下限値とも
に達成しました。

⑦　微小粒子状物質（PM２．５）
微小粒子状物質は、大気中に浮遊する粒子状の

物質で非常に小さいため（髪の毛の太さの１／３０
程度）、肺の奥深くまで入りやすく、呼吸器系や循
環器系への影響が心配されています。
令和２年度は、県内２８局（一般局２４局、自排局４

局）のうち、一般局１局は測定日数が短く長期的
評価の評価対象となりませんでしたが、他の一般
局２３局及び自排局４局は環境基準を達成しました。
県は、国の暫定的な指針値（日平均値７０主／㎥）

を超えるおそれがある場合、注意喚起を行うこと
とし、速やかに広報するための連絡体制を整備し
ています。
なお、令和２年度における日平均値の最高値は

白石局の６６．１主／㎥で、注意喚起を行うような濃
度は観測されませんでした。

⑧　有害大気汚染物質
有害大気汚染物質は、継続的に摂取される場合

には人の健康を損なうおそれのある物質で、大気
汚染の原因となるものです。
有害大気汚染物質に該当する可能性のある物質

２４８物質のうち、大気汚染による人への健康リス
クがある程度高いとして環境省が指定等を行った
「優先取組物質」２３物質（平成２２年１０月１８日中央環
境審議会答申）の中から、環境省が測定方法を提
示している２１物質（ダイオキシン類を除く。）につ
いて測定を行っています。
令和２年度は、県内７地点（一般環境４地点、

沿道３地点）で測定し、環境基準又は健康リスク
の低減を図るための指針値を下回っています。
⑨　その他の物質
煙アスベスト
アスベスト（石綿）とは、天然に産出する極め

て細い繊維状の鉱物群です。熱などに強い安定し
た物質で、以前は建築材料などに多く使われてい
ましたが、吸い込むことで健康被害が生じるおそ
れがあるといわれています。
令和２年度は、県内４１地域（産業廃棄物処分場

等周辺地域３地域、商工業地域４地域、住宅地域
１２地域、内陸山間地域・離島地域１地域、解体現
場等周辺２１地域）において大気環境中のアスベス
ト濃度測定を実施し、通常の大気環境（１リット
ルあたり０．１～１０本）と変わらない値でした。
煙被災地における大気環境モニタリング
東日本大震災への対応として、平成２３年度から

２５年度までがれき処理場からの生活環境への影響
を把握するため、大気環境モニタリングを実施し
てきました。平成２５年度までに二次仮置き場での
震災廃棄物処理が終了したため、平成２６年度以降
は被災建築物等の解体が今後も見込まれる沿岸部
６地点にてアスベスト濃度（総繊維数濃度）の測
定を実施しており、令和２年度の測定でも、通常
の大気環境と変わらない値であることを確認しま
した。

▲図３−４−１−６　二酸化窒素の年間平均値の推移
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▲図３−４−１−７　微小粒子状物質の年間平均値の推移
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−１−４　令和２年度測定対象有害大気汚染物質と測定結果（年平均値）
基準（指針）値
（μg/㎥）

年平均値の範囲
（μg/㎥）

測定
地点数物質名物質種類基準等区分

３０．７７～０．３４８ベンゼン

炭 化 水 素 系環境基準設定物質
１３００．０６８～０．０１５８トリクロロエチレン
２０００．０４５～０．０２６８テトラクロロエチレン
１５０２．４～０．４８８ジクロロメタン
２０．４３０～０．０１７０８アクリロニトリル

炭 化 水 素 系

指 針 値 設 定 物 質

１００．０１６～０．００２８塩化ビニルモノマー
１８０．１５～０．１３８クロロホルム
１．６０．１２～０．１０８１，２-ジクロロエタン
２．５０．０７～０．００４８１，３-ブタジエン
０．０４０．００１６～０．００１４８水銀及びその化合物

重 金 属 類
０．０２５０．００１６～０．０００２８ニッケル化合物
０．００６０．００１０～０．０００６８ヒ素及びその化合物
０．１４０．０１８～０．００２７８マンガン及びその化合物
１２０１．９～０．９８アセトアルデヒド

ア ル デ ヒ ド 類

そ の 他 の 物 質

―３．６～１．２８ホルムアルデヒド
―０．００００２６～０．０００００７８ベリリウム及びその化合物

重 金 属 類
―０．００２０～０．０００２９０８クロム及びその化合物
―０．０００１２～０．００００５５８ベンゾ[a]ピレン多 環 芳 香 族 類
―０．０８４～０．０４１８酸化エチレン

そ の 他 ９４１．２～１．１８塩化メチル
―３２０～０．７０８トルエン

▼表３−４−１−５　令和２年度アスベスト大気濃度測定結果
幾何平均値
（本/Ｌ）

最大値
（本/Ｌ）

最小値
（本/Ｌ）

測定
データ数地点数地域数地　　域　　分　　類

０．１１＜０．１１＜０．１１１８６３産業廃棄物処理施設周辺一般環境

０．１００．１１０．０６１４８４商工業地域
一般環境

（バックグラウンド地域） ０．１００．２８＜０．１０３０２４１２住宅地域

０．３１０．３４０．２８２２１内陸山間地域、離島地域

０．３４０．５０＜０．１１４６４６２１解体現場等周辺解体現場等

※　アスベスト大気濃度の分析は、一般環境（バックグラウンド地域）においては位相差顕微鏡法により、それ以外については電子顕微鏡法により
実施しています。

※　測定値が検出下限値未満（＜０．１１本／L等）の場合には、検出下限値を用いて幾何平均値を算出しました。
　　全ての測定でアスベストが検出されなかった場合、幾何平均値も　＜０．１１本／L等としています。

▲図３−４−１−８　酸性雨の年間平均値の推移（通年調査）
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▼表３−４−１−６　令和２年度被災地における大気環境モニタリングの実施状況

単位環境基準・
指針値測定値測定項目検体数地点数調査機関

本／L−０．０５６～＜０．０５６アスベスト（無機総繊維数濃度）４８６宮城県

※　アスベストを含む無機総繊維数濃度の分析は、位相差顕微鏡法により実施しています。

▼表３−４−１−７　酸性雨調査結果（令和２年度）

pH（水素イオン濃度指数）
平　均最　小最　大
５．１３４．３８６．１６涌　  谷

※　涌谷：国設箟岳大気環境測定局
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

⑩　酸性雨
酸性雨とは、大気中の硫黄酸化物や窒素酸化物

が取り込まれ、pH（水素イオン濃度指数）が５．６
以下となった酸性の雨をいい、原因物質の排出源
としては、工場や自動車からの排ガスなどがあり
ます。
令和２年度は、酸性雨の状況とその影響を把握

するため、県内１か所の定点で降雨のpHの調査
を行いました。　pHの年平均値は５．１３であり、昨
年度より酸性度が低下しました。酸性雨について
は、これまでの調査で以下のことが分かっていま
す。
焔本県でも酸性雨が全県的かつ定常的に観測され
ていること
焔県内の降雨の酸性度は、全国の平均的なレベル
であること
焔湖沼や土壌への影響は今のところ認められてい
ないこと

2　悪臭の現状
悪臭の発生源は、本県の特徴としてクラフトパ

ルプ製造工場、石油精製工場等の工業分野のほ
か、漁港付近の魚腸骨処理場をはじめとした飼
料・有機質肥料製造工場、農村部に多く立地して
いる畜舎及び家畜ふん尿を原料とする強制発酵施
設があげられます。その他サービス業、ごみ集積
場、排水路、個人住宅の浄化槽等、日常生活と切
り離せないものを含め多種多様です。令和２年度
における悪臭苦情の発生件数は１４０件でした。苦
情を内容別にみると、「悪臭防止法」（昭和４６年法
律第９１号）規制地域内では、原因不明を除くと、
サービス業に係るものが最も多く、次いで個人住
宅等となっています。このほか、飼料・肥料製造
工場、食料品製造工場、畜産農業に係る苦情も後
を絶ちません。同法規制地域外においては、畜産
農業に係る苦情が最も多く、次いで飼料・肥料製
造工場、個人住宅等となっています。

▲図３−４−１−９　宮城県における悪臭苦情件数の推移
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▲図３−４−１−１０　法規制地域内業種別悪臭苦情割合
　　　　　　　（令和２年度）

サービス業・その他
20.9%

不明
23.9%

個人住宅・
アパート・寮
19.4%

10.4%

その他の製造工場
1.5%

飼料・肥料製造工場

畜産農業

食料品製造工場

0.0%
化学工場

11.9%

6%

移動発生源
0.0%

建設作業現場
6.0%

下水・用水
0.0%

ごみ集積所
0.0%

▲図３−４−１−１１　法規制区域外業種別悪臭苦情割合
（令和２年度）

不明 畜産農業
19.2%

下水・用水
1.4%

ごみ集積所
0.0%

食料品製造工場

13.7%

個人住宅・
アパート・寮
15.1%

建設作業現場
2.7%

移動発生源
0.0%

11.0%

化学工場
1.4%その他の製造工場

8.2%

飼料・肥料製造工場
16.4%

サービス業・その他
11.0%

環境対策課



第
　
三
　
部

持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
に
向
け
た
県
の
取
組

安
全
で
良
好
な
生
活
環
境
の
確
保

71

第４章　安全で良好な生活環境の確保

1　生活環境の保全に関する環境基準
○　環境基準の達成状況
生活環境の保全に関する環境基準のうち、有機

性汚濁の指標となるBOD及びCODの達成状況を
水域ごとに見ると、河川は５９水域のうち５８水域で
達成し、達成率は９８％でした。湖沼は１２水域のう
ち１水域で達成し、達成率は８％、海域は２４水域
のうち１５水域で達成し、達成率は６３％でした。
全窒素の達成状況を水域ごとに見ると、海域は

９水域の全水域で達成し、達成率は１００％でした
（湖沼は当分の間適用しないこととしています。）。
全 燐 の達成状況を水域ごとに見ると、湖沼は５
りん

水域のうち２水域で達成し、達成率は４０％、海域

は９水域のうち７水域で達成し、達成率は７８％で
した。
また、水生生物の保全に係る水質環境基準の達

成状況は、河川１８水域、湖沼９水域の全水域で環
境基準を達成し、達成率は１００％でした。

▼表３−４−１−８　類型別及び水域別のBOD（COD）の環境基準達成状況
達　　成　　率（％）達　　成

基準点数基準点数達　　成
水域数

あてはめ
水域数類型区分 R２年度R１年度H３０年度H２９年度H２８年度

１００ １００ １００ １００ １００ １４ １４ ７ ７ AA

河川
（BOD）

９５ １００ １００ ９５ ９５ １９ ２０ １９ ２０ Ａ
１００ １００ １００ １００ １００ １８ １８ １６ １６ Ｂ
１００ １００ １００ １００ １００ １７ １７ １６ １６ Ｃ
９８ １００ １００ ９８ ９８ ６８ ６９ ５８ ５９ 計
０ ０ ０ ０ ０ ０ ６ ０ ６ AA

湖沼
（COD）

２５ ２５ ２５ ２５ ５０ １ ４ １ ４ Ａ
０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ２ Ｂ
８ ８ ８ ８ １７ １ １２ １ １２ 計
１１ ２２ ３３ ４４ ３３ ４ ２９ １ ９ Ａ

海域
（COD）

８９ ８９ ７８ ８９ ７８ １１ １２ ８ ９ Ｂ
１００ １００ １００ １００ １００ ６ ６ ６ ６ Ｃ
６３ ６７ ６７ ７５ ６７ ２１ ４７ １５ ２４ 計

▲図３−４−１−１２　各水域の環境基準達成率の推移

２　水環境の現状
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河川 全水域湖沼 海域
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①　河川
類型ごとのBODについては、AA類型、B類型、
C類型の全水域で環境基準を達成しましたが、A
類型の２０水域のうち１水域で未達成でした。
 

②　湖沼
類型ごとのCODについては、A類型の４水域の

うち１水域で環境基準を達成しましたが、AA類
型、B類型については全水域で未達成でした。
また、全 燐 については、５水域のうち２水域で

りん

環境基準を達成しました。

▲図３−４−１−１３　河川におけるBODが高い地点の推移
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阿武隈川中流　丸森橋 Ｂ類型鶴田川 下志田橋 C類型

五間堀川　矢ノ目橋 Ｃ類型

▲図３−４−１−１４　湖沼におけるCODが高い地点の推移
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

③　海域
類型ごとのCODについては、A類型９水域のう
ち１水域、B類型９水域のうち８水域、C類型６水
域の全水域で環境基準を達成しました。
また、全窒素については、Ⅱ類型６水域及びⅢ

類型３水域の全水域で環境基準を達成しました。
全 燐 については、Ⅱ類型は６水域のうち５水域

りん

で、Ⅲ類型３水域のうち２水域で環境基準を達成
しました。

▲図３−４−１−１５　湖沼におけるCODが低い地点の推移
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▲図３−４−１−１６　湖沼における全 燐 測定結果の推移
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▲図３−４−１−１７　海域におけるCODが高い地点の推移
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▲図３−４−１−１８　海域におけるCODが低い地点の推移
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鮎川湾(甲)　鮎川漁港内 Ｂ類型

▲図３−４−１−１９　海域における全窒素測定結果の推移
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▲図３−４−１−２０　海域における全 燐 測定結果の推移
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④　海水浴場
令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影

響により海水浴場の開設はありませんでした。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

2　人の健康の保護に関する環境基準
○　環境基準の達成状況
①　公共用水域
人の健康の保護に関する環境基準については、

迫川中流でふっ素が、江合川上流で 砒 素が環境基
ひ

準を超過しました。
迫川中流（五輪原橋及び久保橋）でふっ素が環

境基準を超過した要因は、鉱山地帯由来によるも
のと考えられます。江合川上流（鳴子ダム流入部）
で 砒 素が環境基準を超過した要因は、上流部から

ひ

の温泉等の地質に由来するものと考えられます。
②　地下水
毎年新たな地点で実施する概況調査において、

１９地点全てで環境基準を達成しました。
また、過去に環境基準を超過した地点を対象と
する継続監視調査では、３６地点中２２地点で環境基
準を超過しました。主な超過項目は、テトラクロ
ロエチレン等の揮発性有機化合物、 砒 素、硝酸性

ひ

窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほう素であり、
超過の要因は、揮発性有機化合物が人為的な汚染
によるもの、 砒 素、ふっ素及びほう素が地質構造

ひ

由来によるもの、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が
施肥等によるものと考えられます。
なお、環境基準の超過が確認された井戸は、来

年度以降も継続監視調査を実施します。

▲図３−４−１−２１　迫川中流（五輪原橋）におけるふっ素の
測定結果の推移

R13029H28
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▲図３−４−１−２２　迫川中流（久保橋）におけるふっ素の
測定結果の推移　　　　　
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▲図３−４−１−２３　江合川上流（大深沢（鳴子ダム流入部））
における 砒 素の測定結果の推移
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※　砒素環境基準：0.01mg/L
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▼表３−４−１−９　地下水水質測定計画に基づく測定結果（令和２年度）

VCMC４H８O２ＢFNO３-N
NO２-NPCETCE１,１,２-

TCE
１,１,１-
TCE

１,２-
DCE

１,１-
DCE

１,２-
DCAPCBAsCr６+Pb項　　目

０．００２０．０５１０．８１００．０１０．０１０．００６１０．０４０．１０．００４検出され
ないこと０．０１０．０５０．０１環境基準（mg/L）

１０１０１０１０１０１０１０１０１０１０１０１０１０１０１０１０調査市町村数

概況調査
１９１９１９１９１９１９１９１９１９１９１９１９１９１９１９１９調査地点数

０（０）０（０）１１（０）１０（０）１６（０）１（０）０（０）０（０）０（０）０（０）０（０）０（０）０（０）２（０）０（０）１（０）検出（超過）地点数

０．１００．３３９．１０．００１２０．００７０．００５最大値（mg/L）

３２１２５３３３３３３３１８調査市町村数

継続監視
調　　査

１０８１２９１０１０１０１０１０１０１０１１５調査地点数

０（０）０（０）１（１）２（１）９（５）９（３）４（０）０（０）０（０）２（０）０（０）０（０）０（０）１５（１３）検出（超過）地点数

３．８２．１２６１．７０．００６０．０１４０．１３最大値（mg/L）

調査市町村数
汚染井戸
周辺地区
調査

調査地点数

検出（超過）地点数

最大値（mg/L）

（注）Pb：鉛、Cr６＋：六価クロム、As：砒素、１，２-ＤＣA：１，２-ジクロロエタン、１，１-DCE：１，１-ジクロロエチレン、１，２-DCE：１，２-ジクロロエチレン、１，１，１-TCE：１，１，１-トリクロロエタン、
１，１，２-TCE：１，１，２-トリクロロエタン、TCE：トリクロロエチレン、PCE：テトラクロロエチレン、NO３-N、NO２-N：硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、F：ふっ素、B：ほう素、C４H８O２：１，４-ジオ
キサン、VCM：クロロエチレン（塩化ビニルモノマー）　

環境対策課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

1　土壌環境の現状
○　農業用地における土壌環境
県は、かつて二迫川地域及び新堀・出来川上流

地域において、カドミウムによる土壌汚染が確認
されたため、昭和５１年に旧鶯沢町（二迫川地域）
及び旧古川市（新堀・出来川上流地域）について「農
用地の土壌の汚染防止等に関する法律」（昭和４５年
法律第１３９号）に基づく地域指定を行い、公害防除
特別土地改良事業を実施した結果、旧古川市につ
いては平成３年に指定地域を全部解除しました。
旧鶯沢町については更にカドミウム吸収抑制資

材（ALC）を散布し、平成２３年に指定地域の解除
を行っており、現在、県内の農用地には土壌汚染
による指定地域はありません。
○　市街地における土壌環境
土壌汚染による人の健康被害の防止に関する措

置等を定めた「土壌汚染対策法」（平成１４年法律第
５３号）は、土壌汚染の可能性のある土地について、
法令で定める要件に該当する工場の廃止時等の一
定の契機をとらえて調査を行うこと、指定基準に
適合しない土地について、健康被害が生ずるおそ

れがある場合は要措置区域に、健康被害が生ずる
おそれがない場合は形質変更時要届出区域に指
定・公示することを定めています。要措置区域で
は汚染の除去等の措置等を講ずることを求めてお
り、土地所有者等に対し措置内容に関する計画の
提出が義務付けられています。
県内（仙台市を除く。）では、現在、要措置区域

に１か所、形質変更時要届出区域に１９か所が指定
されています。

2　地盤環境の現状
県は、地表面の変動を観測するための水準測量

調査を行うとともに、地層ごとの地盤収縮量や地
下水位の動向を観測するための観測井を設置し、
地盤沈下の状況を把握してきました。
現在は、仙台平野地域、古川地域及び気仙沼地

域において、水準測量調査等により、地盤沈下の
状況を確認しています。
また、仙台平野地域及び白石地域において、地

下水位の動向を観測しています。

３　土壌環境・地盤環境の現状

環境対策課

みやぎ米推進課
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▲図３−４−１−２４　地盤沈下観測井位置図
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

○　水準測量調査結果
県及び関係市町は、仙台平野地域、古川地域及

び気仙沼地域で水準測量を実施しています。主要
な水準点の変動量をみると、昭和５０年代後半まで
は最大で年間１０亜程度沈下していましたが、昭和
６０年代以降は徐々に沈静化の傾向にあります。平
成２３年度は東北地方太平洋沖地震の影響で全体的
に大きな沈下が観測されました。平成２７年度以降
に実施した水準測量では、一部隆起する現象が見
られており、これは大規模な地震後に観測される
余効変動と呼ばれる地殻変動の影響を受けている
と考えられます。
①　仙台平野地域
仙台平野地域では、仙台市、塩竈市、多賀城市、

名取市、岩沼市及び利府町で３年毎に水準測量調
査を実施しています。平成２７年度から平成３０年度
までの３年間で、仙台平野全域の平均沈下量は、
−１０．６亜でした。

②　古川地域
古川地域では、大崎市内２４地点で水準測量調査

を実施しています。令和２年度の最大沈下量は、
６亜でした。
③　気仙沼地域
気仙沼地域では、気仙沼市内１７地点で水準測量

調査を実施しています。
令和２年度の最大沈下量は、８亜でした。

▼表３−４−１−１０　水準測量調査概要

仮不動点基準日
測量距離
水準点数
測量精度

実施機関地域

仙台市青葉区本町三丁目８－１
宮城県公共水準点ＭI ００H３０．９．１

３３７．９km
３２４点
１級水準測量

宮城県、仙台市、
塩竈市、名取市、
多賀城市、岩沼
市、利府町

仙台平野

大崎市古川北町
大崎市古川水準点ＢR２．１１．１

２２．９９５km
２４点
１級水準測量

大崎市古川

気仙沼市八日町一丁目
気仙沼市水準点０R２．１１．１

１７．８５km
１７点
１級水準測量

気仙沼市気仙沼

環境対策課
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▲図３−４−１−２５　仙台平野主要水準点変動量の経年変化
※多賀城市南宮は平成２５年に亡失、平成２７年仮点のため、変動量は参考値となります。
　また、平成３０年は欠測しています。
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大崎市古川中島町

大崎市古川北町一丁目

大崎市古川馬寄字河西

大崎市古川栄町

大崎市古川若葉町

大崎市古川北町五丁目

▲図３−４−１−２６　古川地域主要水準点変動量の経年変化
※大崎市古川旭造成地のため、地盤が緩い可能性があります。
※平成２９年は欠測しています。
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

○　地層ごとの地盤収縮量の観測結果

県は、仙台市宮城野区苦竹の観測井において地
盤収縮量の監視測定を行っています。

観測の結果によると、当該地区の沈下は最も地
表に近い沖積層の収縮による影響が大きいと考え
られます。

▲図３−４−１−２７　気仙沼地域主要水準点変動量の経年変化
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5150 52 54 56 58 60 62 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 27 28 29 30 元 22553 55 57 59 61 元 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23

(ｃｍ) 

（年度）令和

気仙沼市錦町一丁目※5

気仙沼市幸町一丁目

気仙沼市魚市場前※2

気仙沼市浜町一丁目※1

気仙沼市田中前四丁目※2※3

気仙沼市弁天町二丁目※1

気仙沼市赤岩杉ノ沢※4

気仙沼市新町

沈
下
量
（
累
積
） 

昭和 平成

※１　弁天町二丁目、浜町一丁目の水準点は亡失したため、平成２６年度以降欠測しています。
※２　魚市場前、田中前四丁目は平成７年度から観測しています。
※３　田中前四丁目は亡失したため、令和２年度は欠測しています。
※４　赤岩杉ノ沢の水準点は亡失したため、令和元年度以降欠測しています。
※５　錦町一丁目の水準点は亡失したため、平成２５年度以降欠測しています。
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▲図３−４−１−２８　苦竹地盤沈下観測井における地層収縮量の経年変化
※平成２３年度は、東日本大震災により機器が故障したため欠測しています。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

○　仙台平野地域の地下水位の変動状況

県は、仙台平野地域の９箇所において水位計に
よる地下水位の変動状況を監視しています。苦竹
地区（仙６～９）において東北地方太平洋沖地震
の影響で水位の低下が見られたものの、徐々に地
震前の水位に戻りつつあります。その他の観測井
では、経月水位は変動を示しているものの、経年
的な変動はほぼ横ばいの傾向にあります。

仙台平野のような沖積平野の季節的な変化とし
ては、夏季に水位が高く、冬季に低くなる傾向を
示します。特に、名取市上余田に設置している名
１観測井では、冬季に地下水位の低下が顕著で
す。これは、地場産業であるせり栽培のために地
下水を大量に揚水することによるものと考えられ
ます。

▲図３−４−１−３０　仙台平野における地下水位変化図
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▲図３−４−１−２９　仙台市苦竹地区の地下水位変化図

仙6（苦竹,6m） 仙7（苦竹,45m） 仙8（苦竹,100m） 仙9（苦竹,194m）
0 

1

2

3

4

5

6
（年度）

地
下
水
位
（
標
高
ｍ
）

21平成20 22 23 24 26 27 28 29 30 2令和元25

環境対策課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

騒音は、各種公害の中でも日常生活に関係が深
く、その発生源としては、工場・事業場、建設作
業、自動車、鉄道、航空機及び日常生活など多様
です。
騒音には、一般環境騒音、自動車交通騒音、航

空機騒音及び新幹線鉄道騒音があり、地域の土地
利用状況や時間帯等に応じて個別に類型分けされ
た「環境基準」が定められています。また、工場・
事業場騒音については騒音規制法及び公害防止条
例により、特定建設作業騒音については騒音規制
法により「規制基準」が定められ、生活環境の保
全が図られています。
さらに、道路交通騒音は、騒音規制法により「要
請限度」が定められています。
令和２年度の騒音に係る苦情件数は、２２０件で、
その内訳は、建設作業騒音が最も多く７７件

（３５．０％）、次いで工場･事業場騒音が４３件（１９．５％）
でした。
振動は、騒音と並んで日常生活に関係が深く、

その主な発生源は工場・事業場、建設作業、鉄道
及び道路です。
工場・事業場振動については、「振動規制法」（昭

和５１年法律第６４号）及び公害防止条例により、特
定建設作業振動については、振動規制法により
「規制基準」が定められ、生活環境の保全が図られ
ています。
さらに、道路交通振動については、振動規制法

により「要請限度」が定められています。
令和２年度の振動に係る苦情件数は３４件で、そ
の 内 訳 は、建 設 作 業 振 動 が 最 も 多 く１７件
（５０．０％）、次いで工場・事業場振動が８件（２３．５％）
でした。

４　騒音・振動の現状
環境対策課

▲図３−４−１−３１　騒音に係る苦情件数の推移
家庭生活 工場・事業場 建設作業 営業 その他 
0 100 15050 200 250（件）

令和２年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

22 43 77 23 55

9 39 53 8 50

10 30 84 17 42

17 38 63 10 44

25 45 84 16 60

▲図３−４−１−３３　振動に係る苦情件数の推移

（件）

建設作業 道路交通 工場・事業場 その他 

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

0 10 20 30 40

17

19

18

23

26 2 5 4

1 3 3

1 3 1

1 2 3

2 78

▲図３−４−１−３４　発生源別振動苦情件数の内訳（令和２年度）

営業
10%

建設作業
35%

その他
25%

家庭生活
10%

工場・事業場
20%

▲図３−４−１−３２　発生源別騒音苦情件数の内訳（令和２年度）

工場・事業場
23%

道路交通
6%

その他 
21% 建設作業

50%

1　一般環境騒音　
静かな音環境を保全するため、環境基本法に基
づき「騒音に係る環境基準」が定められており、
知事及び市長が地域の土地利用の状況や時間帯等
に応じ、地域類型の当てはめを行っています。

県内一部市町村においては、一般地域における
環境基準の達成状況を確認するため、測定を行っ
ています。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

2　自動車騒音
自動車騒音については、環境基本法に基づく

「騒音に係る環境基準」のほか、騒音規制法に基づ
く「要請限度」が定められています。指定地域内
において自動車騒音が要請限度を超え、沿道周辺
の生活環境が著しく損なわれている場合、市町村
長は県公安委員会又は道路管理者等に対して要請
又は意見陳述をすることができます。
自動車騒音の評価については、平成１１年度の

「騒音に係る環境基準」の改正を受け、道路沿道の
住居等一戸一戸について評価する面的評価の手法
が導入されました。騒音規制法の改正により、自
動車騒音の常時監視は、平成２４年度から県及び各
市の責務とされています。
令和２年度は、８０８評価区間１，１２９．２kmで面的

評価を実施しました。
評価区間内の対象戸数１４５，４９０戸のうち、昼間
夜間ともに環境基準を達成した戸数は１３８，７７０戸
（９５．４％）、区間内の全世帯が環境基準を達成して
いた区間は５２４区間（６４．９％）でした。
時間帯別の達成率は、昼間が９６．７％、夜間が

９６．１％であり、昨年度より昼間は増減はなく、夜
間は０．１ポイント増加しました。

3　航空機騒音
航空機騒音については、「航空機騒音に係る環

境基準」が定められており、知事が地域類型の当
てはめを空港・飛行場周辺について行います。航
空機騒音に係る環境基準は、Lden（時間帯補正等
価騒音レベル）を評価指標として「Ⅰ類型（専ら
住居の用に供される地域）」は５７デシベル以下、
「Ⅱ類型（Ⅰ類型以外の地域であって通常の生活を
保全する必要がある地域）」は６２デシベル以下にす
ることが望ましいとされています。
県は、国土交通省所管の仙台空港、防衛省所管

の陸上自衛隊霞目飛行場及び航空自衛隊松島飛行
場の３飛行場について環境基準の地域類型を指定
しています。
令和２年度は、関係市の協力のもと、仙台空港

２６地点、航空自衛隊松島飛行場２６地点（内東松島
市内２地点は欠測）及び陸上自衛隊霞目飛行場６
地点で航空機騒音測定を実施しました。仙台空港
及び陸上自衛隊霞目飛行場は、環境基準地域類型
内の全地点で環境基準を達成しました。航空自衛
隊松島飛行場は、Ⅱ類型６地点全てで環境基準を
達成しています。

▼表３−４−１−１１　自動車交通騒音面的評価結果総括表（令和２年度）

＜時間帯別評価結果＞

環境基準超過環境基準達成総　　数項 　　目時間帯
４，７４２１４０，７４８１４５，４９０戸数

昼間
３．３％９６．７％１００．０％割合
５，６０９１３９，８８１１４５，４９０戸数

夜間
３．９％９６．１％１００．０％割合

＜環境基準による評価結果＞日評価

昼 間 又 は
夜間で環境
基 準 超 過

昼間・夜間
と も 環 境
基 準 達 成

総　数項目 うち、昼間・夜間
と も に 超 過

うち、いずれか
の時間帯で超過

３，６３１３，０８９６，７２０１３８，７７０１４５，４９０戸数
２．５％２．１％４．６％９５．４％１００．０％割合

▼表３−４−１−１２　航空機騒音に係る環境基準達成状況（令和２年度）

達成地点数航空機騒音に係る環境基準
の地域類型別測定地点数測　定

地点数調査地域
Ⅱ類型Ⅰ類型Ⅱ類型Ⅰ類型

４２４２６仙台市内

４２４２６合計

＜陸上自衛隊霞目飛行場＞

防衛施設周辺の生活環境の整備
等関する法律に基づく第１種区
域外でLden６２デシベルを

越える地点数

防衛施設周辺の生活環境の整備等関する法律に基づく
区域の区分別測定地点数達成地点数航空機騒音に係る環境基準

の地域類型別測定地点数測定
地点数調査地域

無指定第３種区域第２種区域第１種区域無指定Ⅱ類型無指定Ⅱ類型

０５００２５２５２７石巻市内

０１０００１０１０１塩竈市内

０１０００８　１２※４１４４１８東松島市内

０１６００１０１８６２０６２６合計

＜航空自衛隊松島飛行場＞

公共用飛行場周辺における航空機騒
音による障害の防止等に関する法律
に基づく第１種区域外でLden６２
デシベルを超える地点数

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止
等に関する法律に基づく区域※の区分別測定地点数達成地点数航空機騒音に係る環境基準

の地域類型別測定地点数測定地点数調査地域
無指定第３種区域第２種区域第１種区域無指定Ⅱ類型無指定Ⅱ類型

０ １３００１１３１１３１１４名取市内

０ １２０００１２０１２０１２岩沼市内

０２５００１２５１２５１２６合計

＜仙台空港＞

※東松島市短期測定地点２地点は欠測のため除外した。
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

▼表３−４−１−１３　東北新幹線鉄道に係る環境基準達成状況の推移

達成率
暫定指針に基づく振動測定結果

達成率
環境基準に基づく騒音測定結果　　　項目

年度　　　
Ⅱ類型Ⅰ類型

達成地点数測定地点数達成地点数測定地点数達成地点数測定地点数
１００％１９１９２５%４４５３２平成２８年
１００％１９１９２５％３４６３２平成２９年
１００％１９１９２８％４４６３２平成３０年
１００％１９１９２７％４４５３０令和元年
１００％１９１９２９％４４６３０令和２年

4　新幹線鉄道騒音等
新幹線鉄道騒音については、「新幹線鉄道騒音

に係る環境基準」が定められており、知事が地域
類型の当てはめを新幹線鉄道沿線について行いま
す。
新幹線鉄道騒音に係る環境基準として、Ⅰ類型

７０デシベル以下、Ⅱ類型７５デシベル以下が望まし
いとされており、沿線の土地利用状況、軌道構造
及び防音壁の種類等を考慮した地域を代表する場
所で測定しています。
令和２年度の環境基準達成状況は、表３−４−１−

１３のとおり騒音２９％、振動１００％でした。
新幹線鉄道騒音は、測定点における環境基準の

達成率が近年３０％前後で推移しており、苦情も寄
せられていることから、新型車両の導入や高速化
の影響も踏まえて実態を把握するとともに、鉄道
事業者に対策技術の開発や住民への丁寧な説明に
よる相互理解の推進を求めています。
新幹線鉄道振動は、全ての地点で暫定指針値７０

デシベル以下を達成しています。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

1　環境中ダイオキシン類のモニタリング
調査

「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成１１年法
律第１０５号）に基づき、環境中の大気、公共用水域
（水質、底質）、地下水質、土壌の汚染状況を把握
するためのモニタリング調査を実施しています。
令和２年度は、大気１７地点、公共用水域（水質

３３地点、底質２９地点）、地下水質８地点及び土壌８
地点で実施しました。
その結果、大気、底質、土壌及び地下水質は、

すべての地点で環境基準を達成していましたが、
水質については河川１地点で環境基準を超過して
いました。

５　有害物質による環境汚染の現状

環境対策課

▲図３−４−１−３５　令和２年度公共用水域ダイオキシン類
　　　　　　　調査地点（水質・底質）

▼表３−４−１−１４　環境中のダイオキシン類モニタリング
　　　　　　　調査結果（令和２年度）

環境基準値
調査結果環境基準

超過地点数検体数地点数調査媒体
最大値最小値平均値

０．６ pg-TEQ/㎥０．０２１０．００３５０．００７１０５６ １７ 大 気

１ pg-TEQ/L

２．７０．０５７０．２７１２５ ２５ 河川

公共用水域
(水質)

０．９６０．０５８０．３００４ ４ 湖沼

０．０６００．０５８０．０５９０４ ４ 海域

１３３ ３３ 全 体

１５０ pg-TEQ/g

３９０．１２３．４０２２ ２２ 河川

公共用水域
(底質)

４．５１．５３．３０３ ３ 湖沼

８．８１．１５．５０４ ４ 海域

０２９ ２９ 全 体

１ pg-TEQ/L０．１６００．０３４０．０６３０８ ８ 地 下 水 質

１,０００ pg-TEQ/g２．９０．０１２０．６００８ ８ 土 壌

※この調査結果は、国土交通省、宮城県及び仙台市が県内で実施した結果の集計です。

環境対策課

なお、環境基準超過の原因は、過去に長期間使
用されていた水田除草剤などの農薬に不純物とし
て含まれていたダイオキシン類が、河川などの底
泥に蓄積しており、それが徐々に流出することに
より水質に影響を及ぼしているものと考えられま
す。

2　PRTR制度による届出状況

化学物質による環境リスクの管理を図るため、
県内における化学物質の動向等の把握を行ってい
ます。
PRTR（Pollutant Release and Transfer 

Register）制度は、人の健康や生態系に有害な影
響を及ぼすおそれがある特定の化学物質が、どの
ような発生源から、どれくらい環境中に排出され
たか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運
び出されたか、というデータを把握・集計し、公
表する仕組みです。
このPRTR制度の導入を柱の一つとした「特定
化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改
善の促進に関する法律」（平成１１年法律第８６号。以
下「化管法」という。）の施行により、届出対象要
件に当てはまる事業者は、化学物質の排出量や移
動量を平成１３年４月から把握を始め、平成１４年度
以降、前年度分の排出量及び移動量の届出が義務
付けられています。
なお、化管法施行令の一部改正により、平成２２

年度把握分から届出対象業種に医療業が追加され
て２３業種から２４業種（製造業を詳細に区分すると
４６業種）に、また、対象となる第一種指定化学物
質が３５４物質から４６２物質に見直されています。
○　届出事業者数と物質
令和元年度排出量等の状況について、３６業種

７４７事業所（仙台市を含む。）から届出がありまし
た。
届出事業所の業種別では、燃料小売業が４２０事

業所（約５６％）で最も多く、次いで製造業の１９３事
業所（約２６％）と続いています。
また、届出のあった化学物質は、第一種指定化

学物質４６２物質のうち１３４物質となっています。
○　排出量及び移動量の概要
令和元年度の届出による環境への排出量及び移
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

動量の合計は約１，７６６ｔで、前年度と比較して約
２７０ｔ減少しています。
排出量は約１，００８ｔで、前年度より約２１３t減少
しました。その内訳は、大気への排出が約８１９ｔ、
公共用水域への排出が約９８ｔ、事業所敷地内埋立
が約９１tとなっています。

一方、移動量は約７５８tで、前年度より約５６t減少
しました。その内訳は、下水道への移動が約４．９
ｔ、廃棄物としての移動が約７５３ｔとなっていま
す。

▼表３−４−１−１５　県内の業種別PRTR届出状況（令和元年度実績把握分）

届出数業　　　種　　　名届出数業　　　種　　　名届出数業　　　種　　　名
１８　鉄道業(１)なめし革・同製品・毛皮製造業０１　金属鉱業
１９　倉庫業(５)窯業・土石製品製造業０２　原油・天然ガス鉱業
２６１０　石油卸売業(４)鉄鋼業１９３３　製造業
０１１　鉄スクラップ卸売業（５）非鉄金属製造業（１８）食料品製造業
０１２　自動車卸売業（１８）金属製品製造業（３）飲料・たばこ・飼料製造業（以下を除く。）
４２０１３　燃料小売業（１０）一般機械器具製造業（３）酒類製造業
１１４　洗濯業（３０）電気機械器具製造業（以下を除く。）（０） たばこ製造業
０１５　写真業（０）   電子応用装置製造業（０）繊維工業
５１６　自動車整備業（０）   電気計測器製造業（０）衣服・その他の繊維製品製造業
０１７　機械修理業（１５）輸送用機械器具製造業（以下を除く。）（７）木材・木製品製造業（家具を除く。）
１１８　商品検査業（０）   鉄道車両・同部分品製造業（１）家具・装備品製造業
０１９　計量証明業（２）　船舶製造・修理業、舶用機関製造業（７）パルプ・紙・紙加工品製造業
４１２０　一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る。）（３）精密機械器具製造業（以下を除く。）（６）出版・印刷・同関連産業
１１産業廃棄物処分業

２１
（０）   医療用機械器具・医療用品製造業（１５）化学工業（以下を除く。）

０特別管理産業廃棄物処分業（０）武器製造業（０）　塩製造業
０２２　医療業（０）その他の製造業（２）　医薬品製造業
５２３　高等教育機関２４　電気業（２）　農薬製造業
４２４　自然科学研究所０５　ガス業（１６）石油製品・石炭製品製造業
７４７合　　　計０６　熱供給業（１４）プラスチック製品製造業

注：（　）内の数値は製造業の内訳。３６７　下水道業（６）ゴム製品製造業

（単位：事業所）

▲図３−４−１−３７　県内におけるPRTR届出による排出量・移動量の割合

届出排出量
57%

大気
46%

埋立
5%

土壌
0%

水域
6%

届出移動量
43%

▲図３−４−１−３６　県内におけるPRTR届出対象物質別排出量・移動量（令和元年度排出・移動）
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単位（t/年） 単位（t/年） 
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①届出排出量合計（1,008t/年）

337
178

111
91
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230
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鉛

キシレン

その他

②届出移動量合計（758t/年）

200

191
105

41
31

190

鉛化合物

マンガン及びその化合物
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亜鉛の水溶性化合物

銅水溶性塩（錯塩を除く）

その他
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

○　届出排出量と届出外排出量
PRTR制度は、化管法で定められた要件（対象
業種・従業員数・対象化学物質の取扱量）に合致
する事業者に届出を義務付けていますが、それ以
外の事業者の事業活動や自動車の使用、私たちの
日常生活も、環境中への化学物質の排出源となっ
ています。

そこで、国は、これらの対象事業者以外の排出
源からの対象化学物質の排出量を推定し、届出に
よる排出量の情報と合わせて公表しており、本県
の届出外排出量は約１４５t減少しています。　

▲図３−４−１−３９　県内における排出量の推移
　　　　　　　　　　（平成２７～令和元年度）

届出排出量
届出外排出量

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

令和元年度

平成30年度

平成29年度

平成28年度

平成27年度

単位（t/年） 

3,7081,363

1,403 4,128

3,9521,487

3,7731,221

3,6281,008

▲図３−４−１−３８　県内におけるPRTR届出排出量・移動量の
推移（平成２７～令和元年度）

届出排出量
届出移動量

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

令和元年度

平成30年度

平成29年度

平成28年度

平成27年度

単位（t/年） 

1,363 874

1,403

1,487

1,221

911

876

814

1,008 758

福島第一原子力発電所事故により環境中に放出
された放射性物質は、本県を含む周辺各県に影響
を及ぼしました。県内の空間放射線量率について
は、物理的減衰、ウェザリング効果及び除染によ
る効果等により低減し、生活環境において、年間
放射線量１mSvに該当する、毎時０．２３μSvを超過
する地点がないことが確認されています。一方、
放射線・放射能に対する不安や風評被害は未だに
続いていることから、県では、生活環境及び農林
水産物等の放射線・放射能の測定を総合的・計画
的に実施し、情報発信することで、不安払拭に努
めています。
 

○　モニタリングポスト等による放射線定点測定
県は福島第一原子力発電所事故直後の平成２３年

３月１４日から、県南市町を中心に空間放射線量率
の定点測定を毎日実施するとともに、県内各市町
村に簡易型放射線測定器を配備し、平成２３年７月
１１日からは、市町村役場等による定点測定が実施
されています。また、国及び市町村と協力し、空
間放射線量率の定期的測定を可能とするモニタリ
ングポストを県内４０か所（市町村で独自に設置し
た１８か所を除く）に設置し、平成２４年４月２日か
ら、県内各地での空間放射線量率の測定結果を
ポータルサイト「みやぎ原子力情報ステーション」
で公開しています。県内各モニタリングポストの
測定値は、令和３年３月３１日正午現在で、０．０２２か
ら０．０６１μSv／hの範囲でした。

６　環境中の放射線・放射能の現状
原子力安全対策課

▲図３−４−１−４０　航空機モニタリングによる県内の空間放
射線量率

左：平成２３年６月３０日時点
右：令和２年１０月２９日時点
（原子力規制委員会ホームページ画像をトリミング）
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

○　学校の校庭等における測定
子どもの生活環境の安全を確認するため、市町

村の協力により、令和２年度は幼稚園・保育所・
学校等の園庭・校庭等１，３８１地点における空間放射
線量率を測定しました。令和２年度は、測定され
た空間放射線量率の最大値が０．１４μSv／hであ
り、平成２５年度から７年連続、０．２３μSv／hを超
えた施設はなく、空間放射線量率の低減が確認さ
れたことから、学校の校庭等における測定は令和
２年度で終了いたします。

名取市 

石巻市 
 

塩竈市 

気仙沼市 

白石市 角田市 

多賀城市 

蔵王町 

七ヶ宿町 

川崎町 七ヶ浜町 

大和町 

青葉区 
泉区 

太白区 
宮城野区 

大郷町大郷町

富谷市富谷市
利府町利府町

岩沼市岩沼市

亘理町亘理町

村田町村田町

柴田町柴田町

山元町山元町

大河原町大河原町

松島町松島町

大衡村 

加美町 

色麻町 

大崎市 

涌谷町 

栗原市 

登米市 

東松島市 
女川町女川町

南三陸町

美里町美里町

丸森町 

宮城県設置（10箇所）

国設置（30箇所）

仙台市設置（7箇所）

丸森町設置（11箇所）

▲図３−４−１−４１　モニタリングポスト配置図
　　　　　　　（女川原子力発電所監視用を除く。）
写真（左上）：県石巻合同庁舎に設置したモニタリング

ポスト

空
間
放
射
線
量
率

空間放射線量率（平均値） 除染の目安値
（0.23μS/h）

（年度）
27 28 2令和元3029262524平成23

（μSv/h） 
 

0.0 

0.4 

0.2 
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0.8 
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0.13
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▲図３−４−１−４２　学校の校庭等における空間放射線量率の
推移

1　発生源への対策・規制
○　工場・事業場対策
工場・事業場に設置されているばい煙・粉じん

発生施設等に対しては、大気汚染防止法及び公害
防止条例において、排出基準等が設けられ、規制
が行われています。
これらの規制を受ける工場・事業場に対しては、

定期的に煙道排出ガスの行政検査を含めた立入検
査を実施し、自主測定の実施状況を把握し排出基
準超過の有無等を確認するとともに、燃焼管理や
設備の改善等を指導しています。
また、大規模発生源を有する工場と公害防止に

関する協定や覚書を締結し、硫黄酸化物の年間・

時間排出量を設定するなど法律以上の環境負荷削
減対策をとるよう指導しています。
大気汚染防止法等に基づく施設は、ばい煙発生

施設が４，２２２施設であり、その約６８％をボイラー
が占めており、次いで、ディーゼル機関、ガス
タービン、乾燥炉、廃棄物焼却炉の順になってい
ます。
また、一般粉じん発生施設は７２０施設、揮発性有

機化合物（VOC）排出施設は３７施設です。

１　大気環境の保全

第２節　令和２年度に講じた施策

環境対策課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

（注）　（　　）内は仙台市分、内数

▼表３−４−２−１　ばい煙・粉じん発生施設等設置届出状況（法律に基づくもの）

令和２年度末現在の届出施設数令和元年
度末現在
の届出施
設数　　

平成３０年
度末現在
の届出施
設数　　

施　　設　　名
別表
番号
等 計

大気汚染防止法以外の届出大気汚染
防止法の届出 鉱山に係る施設ガス工作物電気工作物

）９７９（２，８９２）０（０）４（７）４（２２）９７１（２，８６３２，９２１　２，９２１　ボイラー１

ば
い
煙

）４（３８）０（０）０（０）０（０）４（３８３６　３５　金属加熱炉６
）０（５０）０（０）０（０）０（０）０（５０５０　５０　窯業用焼成炉・溶融炉９
）１０（９０）２（２）０（０）０（０）８（８８８９　８９　乾燥炉１１
）１６（８０）０（０）０（０）０（０）１６（８０７４　７３　廃棄物焼却炉１３
）１６３（２３９）０（０）０（０）１６０（２３３）３（６２４７　２５１　ガスタービン２９
）３５０（７１９）０（０）１（１）３１４（６６４）３５（５４７９５　７８９　ディーゼル機関３０
）４５（１１４）０（１３）０（０）２２（３４）２３（６７１２１　１２５　その他
）１，５６７（４，２２２）２（１５）５（８）５００（９５３）１，０６０（３，２４６４，３３３　４，３３３　施　　 設　　 数　　 合　 計
）７１５（１，９７９－－－－１，９６７　１，９７９　工　場　・　 事　業　場　数
）１５（１５６）０（１５）０（０）０（０）１５（１４１１５０　１５６　鉱物又は土石の堆積場２

一
般
粉
じ
ん

）８２（３６５）０（０）０（０）１（１）８１（３６４３７６　３７８　ベルト・バケットコンベア３
）１４（１４２）０（０）０（０）０（０）１４（１４２１４３　１４３　破砕機・摩砕機４
）８（７２）０（０）０（０）０（０）８（７２７５　７０　ふるい５
）１１９（７２０）０（０）０（０）１（１）１１８（７１９７４４　７４７　施　　 設　　 数　　 合　 計
）２３（１４３－－－－１４１　１４３　工　場　・　 事　業　場　数
）０（３）０（０）０（０）０（０）０（３３　３　塗装の乾燥施設３

Ｖ
Ｏ
Ｃ

）３（１５）０（０）０（０）０（０）３（１５１５　１５　接着の乾燥施設４
）２（５）０（０）０（０）０（０）２（５５　５　印刷（グラビア）の乾燥施設７
）１（１４）０（０）０（０）０（０）１（１４１４　１０　その他
）６（３７）０（０）０（０）０（０）６（３７３７　３３　施　　 設　　 数　　 合　 計
）２（１３－１４　１３　工　場　・　 事　業　場　数
）０（２）０（０）０（０）０（２）０（０３　４　小型石炭混焼ボイラー１

水
銀

）１（１）０（０）０（０）１（１）０（０２　２　石炭燃焼ボイラー２
）０（４）０（４）０（０）０（０）０（０４　４　非鉄金属精錬及び焙焼二次施設５
）０（５１）０（０）０（０）０（０）０（５１７０　６７　廃棄物焼却炉８
）１６（１６）０（０）０（０）０（０）１６（１６０　０　その他
）１７（７４）０（４）０（０）１（３）１６（６７７９　７７　施　　 設　　 数　　 合　 計
）０（０－－－－０　０　工　場　・　 事　業　場　数
）０（０）０（０）０（０）０（０）０（００　０　施　　 設　　 数　　 合　 計特

定
粉
じ
ん ）０（０－－－－０　０　工　場　・　 事　業　場　数

▼表３−４−２−２　ばい煙・粉じん発生施設設置届出状況（条例に基づくもの）

令和２年度末現在の
届出施設数

令和元年度末現在の
届出施設数

平成３０年度末現在の
届出施設数施　　設　　名別表

番号
）１（４４４石油精製用廃ガス処理施設２

ば
い
煙

）０（２７２４２４合成樹脂用反応施設・熱処理施設４
）１（３１２８２８施　 　 設　 　 数　 　 合　 　 計
）１（８８８工　 場　 ・　 事　 業　 場　 数
）１１（３３３１３１チップ等堆積場１

粉
じ
ん

）５（１１０１１９１２１打綿機２
）１６（１４３１５０１５２施　 　 設　 　 数　 　 合　 　 計
）１３（８２９８９９工　 場　 ・　 事　 業　 場　 数

（注）　（　　）内は仙台市分、内数

▼表３−４−２−３　工場・事業場立入検査及び行政上の措置状況

仙　台　市　実　施宮　城　県　実　施
行政指導改善
勧告等件数

使用燃料
検査件数

煙道検査
施設数

立入検査
施設数

立入検査
事業場数

行政指導改善
勧告等件数

使用燃料
検査件数

煙道検査
施設数

立入検査
施設数

立入検査
事業場数

１１００５１８４３７５０１０５７８１９０令和２年度

○　アスベスト対策
アスベスト粉じんを発生し、又は飛散させる原

因となる建築材料が使用されている建築物その他
の工作物の解体等を行う作業については、大気汚
染防止法に基づく届出が必要です。令和２年度に
おける届出件数は２２９件（うち仙台市９９件）で、立
入検査を４７５件（うち仙台市２９０件）実施しました。
また、アスベスト除去事業者への指導の他、労働

基準監督署や土木事務所等と連携して解体工事現
場をパトロールしました。
なお、住宅地、商工業地域や離島（各１地点）、

津波被災地（石巻市４地点、気仙沼市２地点）、産
業廃棄物処理施設周辺（３地点）及び解体現場周
辺（４地点）においてモニタリング調査を実施し、
大気中のアスベスト濃度が通常の大気環境と変わ
らないことを確認しました。
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

2　自動車交通環境負荷低減対策　

○　自動車交通環境負荷低減計画の進行管理
宮城県自動車交通公害対策推進協議会を開催

し、平成１９年３月に策定、平成２４年３月及び平成
２９年３月に改訂した「宮城県自動車交通環境負荷
低減計画（第２期）」に基づく目標の達成状況や施
策の実施状況を踏まえ、課題を明確にし、目指す
べき将来像の実現に向けて計画的かつ総合的に施
策を展開するため、第３期計画を策定しました。
○　自動車交通騒音実態調査事業
主要幹線道路沿道における自動車交通騒音の実

態を広域的に調査・解析・評価するため、自動車
交通騒音実態調査を実施しました。
○　エコドライブ運動推進事業
自動車による環境負荷の低減を効果的に推進す

るためには、県民の理解と協力が必要であること
から、ゆっくり発進やアイドリングストップ等の
実践を促す「エコドライブ運動」を県民運動とし
て展開しています。
令和２年度は、次の事業を展開しました。

①　県庁行政庁舎の放送等
エコドライブ推進月間である１１月に、県庁行政
庁舎及び県地方合同庁舎にて、エコドライブを呼
びかける庁内放送を行い、県政だよりで広報しま
した。
②　エコドライブ宣言ステッカーの配布
「みやぎe行動（eco do！）宣言」を活用し、エコ
ドライブに関する項目を含んで宣言した方のう
ち、希望者にエコドライブ宣言ステッカーを配布
しています。

3　さわやかな大気環境を目指して講じた
　施策

○　工場・事業場対策
県及び悪臭防止法規制地域を管轄する市町村

は、法及び公害防止条例に基づき、規制地域や施
設を指定することにより悪臭対策に努めています。
①　悪臭防止法による規制
悪臭防止法は、知事が生活環境を保全する必要

があると認める地域を規制地域として指定すると
ともに規制基準を設定し、管轄する市町村が規
制・指導にあたっています。
県は、昭和４８年６月に仙台市、石巻市、岩沼市

等の３市２町を含む３地域を規制地域として指定
し、５物質の規制基準を設定しました。
その後、法施行令の改正により、昭和５１年に３

物質、平成元年に４物質が追加指定されたことか
ら、平成４年４月に規制地域を９市２町（仙台市
を除く県内全市（当時）、亘理町及び七ヶ浜町）に
拡大するとともに、悪臭物質を５物質から１２物質
に追加指定しました。
さらに、平成６年４月に敷地境界及び排出口に

ついて１０物質が、平成７年４月に排出水について
４物質が法施行令の改正により追加指定され、平
成７年４月の悪臭防止法改正により臭気指数規制
が併用（平成１３年４月から完全施行）されたこと
から、県は平成１５年１０月に規制地域を一部拡大す
るとともに、嗅覚測定法による規制手法を導入し
ました。
平成２２年度には登米市、栗原市及び東松島市を

新たに規制地域に指定し、１２市２町（仙台市を除
く）に拡大しましたが、悪臭防止法の改正により、
平成２４年４月１日から市の区域内については、市
長が規制地域を指定することとなりました。
なお、仙台市は特定悪臭物質として悪臭防止法

に定められた全２２物質による濃度規制を行ってい
ます。

環境対策課 環境対策課

▲エコドライブ宣言ステッカー
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−２−４　 宮城県における法律・条例・要綱に基づく規制状況

仙台市悪臭対策指導要綱宮城県悪臭公害防止対策要綱公　害　防　止　条　例悪　臭　防　止　法
嗅覚測定による臭気濃度規制嗅覚測定による臭気強度指導嗅覚測定による臭気指数規制注）嗅覚測定による臭気指数規制注）規制等の手法
仙台市内全域県内全域県内全域（ただし、悪臭防止法

規制地域を除く）
仙台市、石巻市、塩竈市、気仙
沼市、白石市、名取市、角田市、
多賀城市、岩沼市、登米市、栗
原市、東松島市、大崎市、亘理
町及び七ヶ浜町の一部地域

規制地域

全業種日本標準産業分類の大分類の
次の業種
イ　農　業
ロ　建設業
ハ　製造業
ニ　卸売業、小売業
ホ　電気・ガス・水道・熱供

給業
ヘ　サービス業
上記の施設及び作業には、廃

棄物（排せつ物）を含むものと
する

イ　飼料又は有機質肥料の製造
の用に供する施設で次に掲げ
るもの（原料として、魚腸骨、
鳥獣骨、フェザー又はこれら
のソリュブルを使用するもの
に限る）
イ　原料置場
ロ　原料処理加工施設
ハ　真空濃縮施設
ニ　乾燥施設
ホ　脱臭施設
ロ　有機質肥料の製造の用に供
する施設で次に掲げるもの
（イの項に掲げるものを除く）
イ　原料置場
ロ　原料処理加工施設
ハ　強制発酵施設
ニ　乾燥施設
ホ　脱臭施設

規制地域内の全工場・事業場規制対象

仙台市宮城県、規制地域を管轄する仙
台市を含む１４市２町

宮城県、仙台市規制地域を管轄する仙台市を含
む１４市２町規制指導の主体

敷地境界線における基準
臭気濃度　１０
排出口の高さ等に応じて以下の
範囲で４区分

臭気濃度　３００～２，０００

測定法　三点比較式臭袋法

敷地境界線上において
臭気強度　１．８

測定法　三点比較式臭気採点法

（単位　臭気指数）
　
　

測定法　三点比較式臭袋法、三点比較式フラスコ法
注）仙台市では特定悪臭物質として法で定められた全２２物質に
よる規制指導

規制基準

無臭０

やっと感知できるに
おい  １

何のにおいであるか
がわかる弱いにおい２

らくに感知できるに
おい ３

強いにおい４

強烈な臭い５

排出水排　出　口敷地境界線

臭気指数３１

悪臭防止法第４条第２項に定め
る規制基準を基礎として、悪臭
防止法施行規則第６条の２に定
める方法により算出した臭気排
出強度又は臭気指数

臭気指数１５

②　公害防止条例による規制
本県における悪臭公害は、昭和３０年代後半から

苦情が急増し、昭和４０年頃は主として沿岸地域の
水産加工場から排出される魚介類残さの乾燥工程
等から発生する悪臭が、全公害苦情件数の４０％を
占めていました。この問題を解決するため、昭和
４０年１０月２０日に制定された公害防止条例におい
て、全国に先駆けて魚腸骨処理場及び化製場の排
出口に対して食塩水平衡法による臭気濃度に係る
規制基準を設定しました。

名取市 

石巻市 
 

塩竈市 

気仙沼市 

白石市 角田市 

多賀城市 

蔵王町 

七ヶ宿町 

川崎町 

丸森町 

七ヶ浜町 

大和町 

仙台市 

大郷町大郷町

富谷市富谷市
利府町利府町

岩沼市岩沼市

亘理町亘理町

村田町村田町

柴田町柴田町

山元町山元町

大河原町大河原町

松島町松島町

大衡村 

加美町 

色麻町 

大崎市 

涌谷町 

美
里
町

美
里
町

美
里
町

栗原市 

登米市 

東松島市 

女川町女川町

南三陸町

▲図３−４−２−１　悪臭防止法に基づく指定地域所在市町

▼表３−４−２−５　悪臭防止法に基づく行政指導等の状況

処分件数改善勧告
件数

行政指導
件数測定件数立入検査

件数年度

００１９１２０平成２８年度
００１１１１４平成２９年度
００１２０１４平成３０年度
００２０１１令和元年度
００００１０令和２年度
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

▼表３−４−２−６　公害防止条例に基づく悪臭特定施設設置工場・事業場数（令和２年度）

計
特定施設設置工場・事業場数

市町村名No.
有機質肥料製造工場魚腸骨処理場等

）１０（７）１０（７）０（０仙 台 市１
）２５（１３）２５（１３）０（０石 巻 市２
）０（０）０（０）０（０塩 竈 市３
）４（２）４（２）０（０気 仙 沼 市４
）１８（８）１８（８）０（０白 石 市５
）０（０）０（０）０（０名 取 市６
）３（２）３（２）０（０角 田 市７
）０（０）０（０）０（０多 賀 城 市８
）６（２）６（２）０（０岩 沼 市９
）５１（３３）５１（３３）０（０登 米 市１０
）４１（１８）４１（１８）０（０栗 原 市１１
）４（２）４（２）０（０東 松 島 市１２
）４６（２２）４６（２２）０（０大 崎 市１３
）４（２）４（２）０（０富 谷 市１４
）２０（４）２０（４）０（０蔵 王 町１５
）１（１）１（１）０（０七 ヶ 宿 町１６
）２（１）２（１）０（０大 河 原 町１７
）４（２）４（２）０（０村 田 町１８
）０（０）０（０）０（０柴 田 町１９
）３（２）３（２）０（０川 崎 町２０
）２５（７）２５（７）０（０丸 森 町２１
）０（０）０（０）０（０亘 理 町２２
）２（１）２（１）０（０山 元 町２３
）１（１）１（１）０（０松 島 町２４
）０（０）０（０）０（０七 ヶ 浜 町２５
）０（０）０（０）０（０利 府 町２６
）０（０）０（０）０（０大 和 町２７
）４（１）４（１）０（０大 郷 町２８
）０（０）０（０）０（０大 衡 村２９
）９（３）９（３）０（０色 麻 町３０
）１１（４）１１（４）０（０加 美 町３１
）２０（１０）２０（１０）０（０涌 谷 町３２
）１（１）１（１）０（０美 里 町３３
）０（０）０（０）０（０女 川 町３４
）７（５）７（５）０（０南 三 陸 町３５
）３２２（１５４）３２２（１５４）０（０計

（　）内の数は特定施設数

その後、昭和４６年３月１８日の条例全面改正時に
規制基準等が見直され、昭和５８年１２月２３日には条
例施行規則の一部を改正し、「五点比較式臭袋法」
を採用するとともに、臭気指数による規制に改
め、特定施設を飼料又は有機質肥料製造事業場に
限定しました。

さらに、平成１６年４月から法と同じ「三点比較
式臭袋法」による規制基準を新たに設定しました。
令和２年度末現在、条例に基づく特定施設は、

有機質肥料製造工場１５４工場（３２２施設）です。

③　宮城県悪臭公害防止対策要綱による指導
悪臭防止法又は公害防止条例の規制対象となら

ない施設等の悪臭問題は、「宮城県悪臭公害防止
対策要綱」による改善指導を行っています。
この要綱では、臭気測定法として「三点比較式

臭気採点法」を採用し、臭気強度による規制基準
を敷地の境界線について設定しています。　

④　畜産臭気対策
悪臭防止法又は公害防止条例の規制対象となら

ない畜舎、堆肥舎等由来の臭気については、関係
機関と連携を図り「宮城県悪臭公害防止対策要綱」
による指導を実施しています。
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▼表３−４−２−７　公害防止条例に基づく措置等

措置の合計処分件数改善勧告件数行政指導件数測定件数立入検査件数年度
３００３５４９平成２８年度
２００２３３９平成２９年度
１２０１１１３４１平成３０年度
６０１５４２５令和元年度
１００１５２１令和２年度

1　閉鎖性水域における水質改善対策
○　松島湾水質モニタリング事業
閉鎖性水域である松島湾は、より一層の水質改

善が求められており、湾内の詳細な環境モニタリ
ング調査（水質８地点、底質及び底生生物６地点）
を平成５年から継続して行っています。水質は、
平成５年から平成１７年まで改善傾向にありました
が、近年はほぼ横ばいで推移しています。東日本
大震災後は、下水処理場の稼働停止に伴う未処理
水の流入等により、一時的な水質の悪化が見られ
ましたが、現在は震災前と同程度の水質に戻って
います。
令和２年度の調査結果によると、水質は、有機

性汚濁の指標であるCODは１．１～４．０mg／Lの範
囲にあり、前年度と同程度の値です。富栄養化の
指標である全窒素及び全 燐 はそれぞれ０．１２～

りん

０．３４mg／L、０．０１５～０．０６４mg／Lの範囲にあり、
前年度と同程度の値です。底質は、CODが５．６～
１２．０mg／L、全硫化物が０．１３～０．５１mg／Lの範囲
にあり、前年度と比べ横ばいとなっています。底
生生物の種類数及び個体数は、近年増加傾向にあ
りましたが、平成２９年度に著しい減少がみられ、
その後は横ばいで推移しています。また、震災後
の底質悪化に伴い増加した強汚濁性の指標生物で
あるシズクガイの個体数は、減少傾向にあります。
○　釜房ダム貯水池湖沼水質保全計画

昭和４５年に完成した釜房ダム貯水池は、湛水面
積３．９挨、有効貯水量３，９００万逢の利水、洪水調節、
渇水調整の役割を果たしている多目的ダムです。
昭和５５年から６０年には水道に異臭味障害が継続

して発生したため、昭和６１年２月に全 燐 に係る環
りん

境基準をⅡ類型として指定したほか、昭和６２年に
湖沼水質保全特別措置法（以下「湖沼法」という。）
に基づく指定湖沼の指定を受け、第１期「釜房ダ
ム貯水池に係る湖沼水質保全計画（以下「湖沼水
質保全計画」という。）」を策定して以来、平成２４
年度に第６期湖沼水質保全計画を策定し、水質保
全に資する事業、面源負荷対策、各種汚染源に対
する規制等の水質保全対策事業を総合的かつ計画
的に実施してきており一定の効果を示しています。
釜房ダム貯水池のCODは平成２～３年度に高

い値を示し、その後改善傾向がみられ、近年は
２．５mg／L付近で横ばい傾向にあります。
全窒素及び全 燐 についても年度により変動があ

りん

りますが、ほぼ横ばい傾向にあります。
また、活性炭によるカビ臭除去、曝気循環によ

るカビ臭の要因となるフォルミディウムの異常増
殖抑制等に取り組んだ結果、一時期のような継続
的なカビ臭の発生はみられていません。
①　ダム貯水池内の対策
異臭味の発生を防止するために、昭和５９年度か

らのパイロット実験により曝気循環装置を導入、
第４期湖沼水質保全計画から多段式散気曝気装置
４基、深層曝気装置１基を新たに設置し、湖内水
の曝気循環を継続して実施しながら、カビ臭対策
等効果の検証を行っています。
②　工場・事業場系の排水対策
水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）、湖沼

法及び公害防止条例に基づく排水規制の他、規制
対象外となる工場又は事業場（以下、「事業場等」
という。）に対しても必要に応じ汚水処理施設の設
置や適正管理の指導を行っています。

２　水環境の保全 

▼表３−４−２−８　悪臭防止法及び公害防止条例以外の行政指
導の状況

改善勧告件数行政指導件数立入検査件数年度
０５５９９平成２８年度
０４０１０８平成２９年度
０５５１１２平成３０年度
０７５１２２令和元年度
０５６１００令和２年度

環境対策課

環境対策課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

③　生活系の排水対策
下水道への接続を促進するとともに、下水道区

域外では、浄化槽の普及促進と維持管理の適正化
を指導しています。令和２年度末において、下水
道による処理人口４，３８２人のうち接続人口は４，０６１
人で、接続率は９２．７％でした。また、下水道区域
外における浄化槽の設置数は４０９基であり、行政
人口２，１７３人のうち処理人口は１，１３７人で、普及率
は５２．３％でした。以上より、下水道接続人口、浄
化槽処理人口の和を行政人口で除して求められる
汚水衛生処理率は７９．３％でした。
④　畜産業に係る汚濁負荷対策
水質汚濁防止法等に基づく排水基準の遵守の徹

底や家畜排せつ物法に基づく家畜排泄物の適正処
理の促進を図っているほか、畜舎の適正管理、経
営計画も含めた農家の指導を行っています。
⑤　魚類養殖に係る汚濁負荷対策
排水処理に関する技術的課題等の情報を収集

し、排水負荷の実態を詳細に調査するとともに、
関係機関と連携して事業者に必要な助言を行って
います。
⑥　面源負荷対策
山林、農用地等の面源由来の汚濁負荷に対する

対策を行うため、水田及び畑地等の面源負荷の大
きい流出水対策地区を指定し、施肥法の工夫等に
より地下水汚染を防ぐとともに、地力の維持向上
と環境負荷低減を両立させた土づくりの推進から
持続可能な農業等の確立に努めています。
⑦　廃棄物の適正処理
環境の悪化を未然に防止するため、監視パト

ロールを実施し、不法投棄に関する看板の設置等
により廃棄物の適正処理を促進していきます。
⑧　流域住民の普及啓発と実践
地元関係団体で組織する「釜房ダム貯水池湖沼

水質保全対策推進協議会」の活動、小学生対象の
水辺教室の開催、広報紙・パンフレット・生活排
水対策用品配布等を通して、水質保全意識の普及
啓発と実践を進めています。
⑨　調査研究の推進
水質汚濁が発生するメカニズムは複雑多岐で未

解明の部分が多いため、国、県及び仙台市等で水
質汚濁に関する総合的な調査研究を推進していま
す。
県は、釜房ダム貯水池流域の森林において、森

林整備や樹種の違い等による汚濁負荷調査を行
い、結果から汚濁負荷に与える環境要因として森
林整備状況が関与している可能性が示唆されてい
ます。

2　赤潮発生防止対策
　
令和２年度は赤潮の発生が６回確認されました

が、漁業への被害はありませんでした。
今後も赤潮の発生状況を監視するとともに、赤

潮の発生を防止するため、閉鎖的な内湾流域内の
事業場等に対する窒素・ 燐 排水規制や排水処理施

りん

設の設置及び適正管理の指導、下水道の整備等に
よる生活排水対策等閉鎖性水域の富栄養化防止対
策を推進していきます。

3　有機性汚濁対策
○　工場・事業場対策
①　特定事業場対策
水質汚濁防止法は、人の健康や生活環境に被害

を生ずるおそれがある物質等一定の要件を備える
汚水等を排出する施設を特定施設と定め、特定施
設を設置している事業場等から公共用水域に排水
される水について、排水基準を適用して規制を
行っています。さらに、湖沼や海域の内湾のよう
な閉鎖的な水域については、植物プランクトンの
増殖による水質汚濁を防止するため、その要因と
なる窒素・ 燐 についても排水基準が定められてい

りん

ます。
また、水質汚濁防止法の規制対象となっておら

ず環境の保全を図る上で規制が必要である施設が
ある事業場等に対しては、公害防止条例により水
質汚濁防止法と同等の規制を行っています。さら
に、公共用水域のうち、水質汚濁防止法による排
水基準によっては生活環境を保全することが十分
でないと認められる阿武隈川、松島湾等の水域に
ついては、水質汚濁防止法に基づく排水基準を定
める条例（昭和４７年条例第４０号）でより厳しい上
乗せの排水基準を設定しています。
公害防止条例で規定する事業場等の数は１，１３４

事業場であり、そのうち５３事業場に排水基準が適
用されています。

環境対策課

▼表３−４−２−９　第６期釜房ダム貯水池湖沼水質保全計画目標値と推移
目標値（令和３年度）令和２年度令和元年度平成３０年度区　分
２．４６２．６８ ３．００ ２．２７COD（mg/L）
０．０１５００．０１４５０．０１４４０．０１７６全　燐(mg/L)
０．４８０．４０ ０．３６ ０．４０ 全窒素(mg/L)
３２２７．６ ２５．０ ２２．７N/P比

環境対策課・水産業基盤整備課

▼表３−４−２−１０　赤潮発生状況（令和２年度）
漁業被害プランクトンの種類場所（海域）発生年月日

なし渦便毛藻類
※Alexandrium属とは異なる志津川湾R２．　５．１２1

なしNoctiluca scintillans仙台湾石巻地先R２．　７．２１2
なしNoctiluca scintillans仙 台 湾R２．　８．　３3
なしProrocentrum micans気仙沼港R２．　８．　３4
なしProrocentrum micans気仙沼港R２．　８．１１5
なしHeterosigma akashiwo松 島 湾R２．　９．３０6
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

ついては、汚水等の処理施設の管理方法の改善等
について指導を行いました。
②　小規模（未規制）事業場対策
水質汚濁防止法及び公害防止条例に基づく生活

環境の保全に関する排水基準が適用されない事業
場等の数は、５，５０９事業場となっています。これ
ら小規模な事業場等からの負荷を軽減するため、
汚濁排水の削減方法や簡易な排水処理施設の設置
等について指導を行っています。

環境対策課

排水基準の遵守状況の把握及び指導のため立入
検査を実施した件数は、水質汚濁防止法に基づく
ものは４８３件、公害防止条例に基づくものは２４件
でした。このうち、排出水の水質検査を行った件
数は、水質汚濁防止法に基づくものは２８０件、公害
防止条例に基づくものは１８件でした。水質汚濁防
止法による排水基準に適合しない件数は１３件、公
害防止条例による排水基準に適合しない件数は５
件でした。排水基準に適合しなかった事業場等に

▼表３−４−２−１２　窒素含有量及び 燐 含有量についての排水基準を適用する海域
りん

広田湾　万石浦　松島湾　気仙沼湾　雄勝湾　女川湾　鮫ノ浦湾　志津川湾　松川浦 

▲図３−４−２−２　水質汚濁防止法に基づく業種別特定施設
　　　　　　　設置状況（令和２年度）

その他
25 ％

し尿処理施設
3%

保存食料品
製造業5%

豆腐煮豆
製造業6%

洗たく業4%

水産食料品
製造業 10%

自動式車両
洗浄施設
16%

旅館業
17％

畜産農業
14%

▼表３−４−２−１１　窒素含有量及び 燐 含有量についての排水
りん

基準を適用する湖沼  
◎窒素含有量についての排水基準を適用する湖沼  

青下ダム貯水池（仙台市）　月山池（仙台市）　丸田沢ため池（仙台市）　
富士沼（石巻市）　川原子ダム貯水池（白石市）　
内町ため池（角田市）　長沼（登米市）　平筒沼（登米市） 伊豆沼（栗原市、登米市）
内沼（栗原市、登米市）
小田ダム貯水池（栗原市）　上大沢ダム貯水池（大崎市）　化女沼ダム貯水池（大崎市）
鳴子ダム貯水池（大崎市）
阿川沼(七ヶ浜町）　惣の関ダム貯水池（利府町）　嘉太神ダム貯水池（大和町）
孫沢ため池（加美町）
漆沢ダム貯水池(鳴源湖)（加美町）　長沼（加美町）　

◎ 燐 含有量についての排水基準を適用する湖沼 
りん

青下ダム貯水池（仙台市）　大倉ダム貯水池（仙台市）　月山池（仙台市）
七北田ダム貯水池（仙台市）　
丸田沢ため池（仙台市）　宮床ダム貯水池（仙台市、大和町）　富士沼（石巻市）
川原子ダム貯水池（白石市）
樽水ダム貯水池（名取市）　内町ため池（角田市）　長沼（登米市）　平筒沼（登米市）
伊豆沼（栗原市、登米市） 
内沼（栗原市、登米市）　荒砥沢ダム貯水池（栗原市）　小田ダム貯水池（栗原市）
栗駒ダム貯水池（栗原市）　
花山ダム貯水池（栗原市）　上大沢ダム貯水池（大崎市）　化女沼ダム貯水池（大崎市）
鳴子ダム貯水池（大崎市）　　
七ヶ宿ダム貯水池（七ヶ宿町）　釜房ダム貯水池（川崎町）
松ヶ房ダム貯水池（宇田川湖）（丸森町、福島県相馬市）
阿川沼(七ヶ浜町）　惣の関ダム貯水池（利府町）　嘉太神ダム貯水池（大和町）
南川ダム貯水池（大和町）　
牛野ダム貯水池（大衡村）　孫沢ため池（加美町）　漆沢ダム貯水池(鳴源湖)（加美町）
長沼（加美町）　

▼表３−４−２−１３　公害防止条例に基づく水質特定施設設置届出数

令和２年度末における届出数
令和元年度
末における
届出数

平成３０年度
末における
届出数

特定施設の種類分類
番号 ①＋②合計②排水基準

適用外

　①排水基準適用
うち特別排水
基準適用

（　０）５ （　０）５ （　０）０ （　０）０ （　０）５ （　０）５ 水産卸売市場の洗浄施設１
（　３２）２６２ （　３０）２４５ （　２）６ （　２）１７ （　３４）２５２ （　３５）２１７ 集団給食施設２
（１４８）７４２ （１４６）７３８ （　０）１ （　２）４ （１５３）７５６ （１７１）６１８ ガソリンスタンド営業・自動車整備業の洗浄施設３
（　１）１１ （　１）２ （　０）０ （　０）９ （　１）２ （　１）１ 廃油再生用原料処理施設４
（　１０）１１０ （　４）８８ （　１）３ （　６）２２ （　１３）１２２ （　１３）１０１ 公衆浴場業の洗場施設５
（　０）２ （　０）２ （　０）０ （　０）０ （　０）３ （　０）３ ごみ処理施設６
（　１）１ （　０）０ （　１）１ （　１）１ （　１）１ （　１）１ 動物園７
（　１）１ （　１）１ （　０）０ （　０）０ （　１）１ （　１）１ 病院の廃液処理施設８
（　０）０ （　０）０ （　０）０ （　０）０ （　０）０ （　０）０ アスファルト又は油脂類容器の洗浄施設９
（１９３）１，１３４ （１８２）１，０８１ （　４）１１ （　１１）５３ （２０３）１，１４２ （２２２）９４７ 合　　　　　計

（注）（　）内は仙台市分、内数

▼表３−４−２−１４　水質汚濁防止法及び
　　　　　　　公害防止条例に基づく措置状況

（注）（　）内は仙台市分、内数

計画変更
命　　令

改善命令件数直罰処分
件　　数

排出水検査
延べ件数区分 一時停止命令改善命令

（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（１３３）３７７平成２８年度
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（１０５）３６１平成２９年度
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（１１１）３５９平成３０年度
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（１３０）３７７令和元年度
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　８８）２９８令和２年度
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

③　畜産排水等の対策
家畜排せつ物法の施行後、各地域で家畜排せつ

物処理施設の整備が進められてきましたが、畜産
経営に起因する苦情の主な原因は、図３−４−２−３
に示すとおり悪臭や水質汚濁が多くを占めていま
す。
現在、畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事

業（畜産クラスター事業）や畜産環境整備リース
事業などを活用しながら家畜排せつ物処理施設の
整備等を実施し、家畜排せつ物処理対策に取り組
むとともに家畜排せつ物法に基づき、適正な堆肥
化処理等について関係機関が協力し、家畜飼養農
家に対して指導を行っています。
今後も施設整備・農家への指導を継続し、適正

な家畜排せつ物処理対策を実施していきます。

ほか、地域の実状に応じ、農業集落排水処理施設、
コミュニティプラント、漁業集落排水処理施設等
が県内各地で整備されています。
また、各家庭個別の生活排水処理施設としての

浄化槽設置についても補助制度があり、普及して
きています。
さらに、生活排水処理施設の整備と並行して、

生活排水による水質汚濁の防止に関する知識の普
及・啓発に努めています。

畜　産　課

①　下水道の整備
煙下水道の整備状況
下水道は、良好な都市環境の形成と公衆衛生の

向上とともに、公共用水域の水質保全に重要な基
盤施設として全県的にその整備が進められてお
り、令和元年度末における本県の下水道事業は、
公共下水道事業（市町村事業）が全３５市町村で実
施され、供用が開始されています。
また、流域下水道事業（県事業）としては７流域

（仙塩、阿武隈川下流、鳴瀬川、吉田川、北上川下
流、迫川、北上川下流東部）の整備を推進してお
り、全ての流域下水道で供用を開始しています。

本県の下水道処理人口普及率は毎年着実な伸び
を示しており、令和２年度末で８２．９％（図３−４−
２−４）となっていますが、その内訳を見ると、市
部の８５．１％に対して、町村部は７１．２％と低く、地
域的な不均衡が生じています。
県は、平成２８年６月に宮城県生活排水処理基本

構想「甦る水環境みやぎ」の見直しを行い、社会
基盤の整備の効率化を進め、良好で均衡ある生活
環境の実現に向けて、下水道の整備目標を、令和
１７年度普及率８６．６％に設定して事業を展開してい
ます。

▼表３−４−２−１５　生活排水処理施設整備対象人口・普及率

令和２年度令和元年度平成３０年度平成２９年度平成２８年度区　　　　　　　分
２，２７３，８９６２，２８３，１６４２，２９３，１９５２，３０２，０４３２，３０９，８６７生活排水処理施設整備対象人口（人）

９２．８９２．３９１．８９１．２９０．６生活排水処理施設普及率（％）
１，８８５，８２２１，８８２，７９１１，８７１，９９４１，８６８，４１０１，８６０，６３６処理区域内人口　　（人）公共下水道
６３，５６５６５，３６６６７，９０８６９，３６３７０，２３３処理区域内人口　　（人）農業集落排水処理施設
９７４９９１１，０２３１，０６６１，０９８処理区域内人口　　（人）漁業集落排水処理施設
１，７０６１，７１３６，３２２６，１６６６，１４０処理人口　　　　　（人）コミュニティプラント

１５８，２８２１５６，５２０１５７，５７２１５４，９５１１５３，７２３処理人口　　　　　（人）浄化槽
１４１４１４１４１７処理区域内人口　　（人）簡易排水施設

○　生活排水対策
工場・事業場排水規制の効果、下水道整備の促

進等、公共用水域の水質保全を図る条件は整いつ
つありますが、閉鎖性水域では依然として水質環
境基準が達成されない水域があり、これら水域で
は汚濁負荷に占める生活系の割合はむしろ大きく
なってきています。　
生活排水を根本的に処理するには下水道等の集

合処理施設の整備が欠かせません。公共下水道の

▲図３−４−２−３　種類別畜産苦情発生状況
（令和２年７月１日～令和３年６月３０日）

その他
（10）
21％

悪臭+害虫
（5）
11%

水質+悪臭＋害虫
（1）
2%

水質+悪臭
（2）
4% 害虫

（2）
4%

水質汚濁
（9）
19％

悪臭
（18）
38%

苦情の種類
別発生状況
47件

環境対策課・都市計画課

都市計画課・水道経営課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

煙下水道終末処理場の水処理状況
令和２年度の県内の各処理場の放流水は、BOD

が０．５～１３．７葵／L（除去率９５．６～９９．８％）、SSが
ND～１８．５葵／L（除去率９１．５～９９．６％）となって
おり、「下水道法」（昭和３３年法律第７９号）に定め
られている放流水の水質基準（BOD１５葵／L以下
（計画放流水質の上限値）、SS４０葵／L以下）を満
たしています。
②　農業集落排水処理施設の整備

農村社会における混住化や生活様式の多様化等
により、農業用排水の汚濁が進行し、農業生産性
の維持・向上や農村生活環境に悪影響を及ぼして
いることから、農業集落排水事業により、農業集
落におけるし尿及び生活雑排水等の汚水を処理す
る施設を整備し、農業用排水の水質保全と農業用
排水施設の機能維持及び農村生活環境の改善を
図っています。
農業集落排水処理施設は、令和２年度までに

１０１処理区域において整備が実施され供用が開始
されています。
今後も水質汚濁による環境への影響と水質保全

の重要性等に関する住民への積極的な啓発活動と
施設の機能確保を推進します。
③　浄化槽の整備
煙浄化槽の設置推進
浄化槽は、中山間地域や農村地域等の人口密度

が低い地域において、少ない費用で短期間に設置
できる特長を有する効率的な汚水処理システムで
す。また、個別分散型施設であることから、地震

に強いという特性も有しており、東日本大震災に
おいても被災地における全損は全体の３．８％に留
まるなど、災害に強い汚水処理システムとしても
国による設置促進施策が講じられています。
国は、循環型社会形成推進交付金や地方創生推

進交付金により、市町村が行う浄化槽の整備事業
を支援しているほか、東日本大震災の被災地にお
ける浄化槽の整備事業に対し、東日本大震災復興
交付金基幹事業として低炭素社会対応型浄化槽等
集中導入事業を実施しています。
煙浄化槽の維持管理
浄化槽が公共用水域等の水質の保全等の観点か

ら生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与する
ためには、「浄化槽法」（昭和５８年法律第４３号）に
基づく定期的な保守点検、清掃及び法定検査で構
成される維持管理を適切に実施する必要がありま
す。法定検査は、浄化槽法第７条の規定による検
査（第７条検査）と第１１条の規定による検査（第
１１条検査）があります。第７条検査は、浄化槽の
設置工事が適切に実施され、浄化槽本来の機能が
発揮されていることを確認するため、使用開始後
３～８か月に実施されるものです。また、第１１条
検査は、保守点検及び清掃が適正に実施され、浄
化槽の機能が正常に維持されていることを確認す
るため、年１回実施されるものです。
本県の第７条検査の実施率は、平成３０年度調査

以降１００％であり、適正とみなせるものは令和元
年度調査の９８．８％に対し令和２年度調査では
９８．６％となっています。
また、第１１条検査の実施率は、９０．７％と全国平

▲図３−４−２−４　下水道処理人口普及率の推移
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度
は
東
日
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災
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不
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循環型社会推進課

農山漁村なりわい課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

均４３．８％を大きく上回っており、適正とみなせる
ものが８９．１％であることから、県内に設置されて
いる全浄化槽の９割近くが適正に維持管理されて
いることになります。

１１条検査結果
適正＋おおむね適正１１条検査

実施率

７条検査結果
適正＋おおむね適正７条検査

実施率
実施率補正後補正前実施率補正後補正前

８９.１%
（全国３位）

９８.２%
（全国１２位）

９０.７%
（全国３位）

９８.６%
（全国７位）

９８.６%
（全国９位）

１００%
（全国１位）宮城県

４１.６%
（７.４%～
９１.５.%）

９５.１%
（７０.１%～
９９.７%）

４３.８%
（７.８%～
９７.０%）

８７.７%
（６２.５%～
1００%）

９２.８%
（７４.９%～
1００%）

９４.４%
（６９.４%～
1００%）

全国
平均

▼表３−４−２−１７　法定検査実施率等（令和元年度実績）

名取市名取市

石巻市石巻市

塩竈市

気仙沼市気仙沼市

白石市白石市 角田市角田市

多賀城市

蔵王町蔵王町

七ヶ宿町

川崎町川崎町

丸森町丸森町

七ヶ浜町

大和町

仙台市

大郷町大郷町

富谷市富谷市
利府町利府町

岩沼市岩沼市

亘理町亘理町

村田町村田町

柴田町柴田町

山元町山元町

大河原町大河原町

松島町松島町

大衡村

加美町

色麻町

大崎市

涌谷町涌谷町

美
里
町

美
里
町

美
里
町

栗原市栗原市

登米市

東松島市東松島市

女川町女川町

南三陸町南三陸町

市町村の浄化槽整備事業

①浄化槽設置整備事業

②公共浄化槽等整備推進事業

①,②の両事業の併用

③低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業市町村名

▲図３−４−２−５　国庫補助金を活用した市町村の浄化槽整備
事業

９３３基令和２年度新設浄化槽数

２９市町村９０６基循環型社会形成推進交付金対象基数

２２市町４２６基①浄化槽設置整備事業

９市町村４８０基②公共浄化槽等整備推進事業

３市町２７基東日本大震災復興交付金（復興交付金基金）対象基数

３市町２７基③低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業

※石巻市、栗原市は①、②の両事業を実施

▼表３−４−２−１６　市町村の浄化槽整備事業

水質汚濁防止法で規定する事業場等の数は、
４，９２５事業場です。このうち有害物質を排出する
おそれのある事業場等の数は１６５事業場で、全体
の約３．４％となっています。
○　地下水汚染対策
水質汚濁防止法に基づく常時監視において、概

況調査で環境基準を超過して有害物質が検出され
た場合は、健康被害の拡大防止を図るため周辺の
井戸に対し汚染井戸周辺地区調査を行います。概
況調査や汚染井戸周辺地区調査で環境基準を超過
して有害物質が検出された井戸は、次年度以降も
継続監視調査を行っていきます。
なお、令和２年度の概況調査では、全ての地点

で環境基準を達成しました。
また、知事は、土壌汚染対策法に基づき、地下

水摂取による健康被害防止の観点から、現在１か
所（仙台市を除く）を要措置区域に指定しており、
土地所有者が地下水の揚水による浄化作業を行っ
ています。
○　農薬等対策
①　ゴルフ場に係る農薬対策
「ゴルフ場における農薬の安全使用に関する指
導要綱」及び「ゴルフ場における農薬の安全使用
に関する指導要領」に基づき、農薬の安全かつ適
正な使用及び危害防止を推進しました。
県内のゴルフ場を巡回し、農薬使用記録簿をも

とに農薬の使用状況や防除の実施状況について確
認と指導を行いました。
②　農薬の適正使用
農薬を使用する機会が増える６月から８月にか

けて農薬危害防止運動を行い、農薬を使用する農
家等を対象に農薬の使用基準の遵守を指導してい
ます。
また、農薬取扱者を対象とした研修会を開催す

るとともに、リーフレットや「宮城県農作物病害
虫・雑草防除指針」を作成し、農薬適正使用の啓
発を図りました。

4　有害物質対策
○　工場・事業場対策
水質汚濁防止法は、人の健康に係る被害を生ず

るおそれのある有害物質を含む水等を公共用水域
に排出する事業場等について排水基準を適用して
規制を行っています。

環境対策課

環境対策課

みやぎ米推進課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−２−１８　水質汚濁防止法に基づく特定事業場数

令和２年度末における特定事業場数
令和元年
度末にお
ける特定
事業場数

平成３０年
度末にお
ける特定
事業場数

業　　　種　　　区　　　分分類
番号 ①＋②

合計

②１日あたりの平均排水量５０㎥未満の①１日当たりの平均排水量５０㎥以上の

有害物質使用特定事業場
事業場

有害物質使用特定事業場
事業場

地下浸透地下浸透

（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）１（　０）１鉱業又は水洗炭業１
（　１３）６９２（　０）０（　０）０（　１３）６８１（　０）０（　０）０（　０）１１（　１８）７３６（　２０）８７５畜産農業又は関連サービス業１－２
（　１１）７９（　０）０（　０）０（　１０）６４（　０）０（　０）１（　１）１５（１２）８４（　１１）８８畜産食料品製造業２
（　７）５０３（　０）０（　０）０（　７）４７９（　０）０（　０）０（　０）２４（　８）５３８（　１０）５５０水産食料品製造業３
（　４）２４１（　０）０（　０）０（　４）２３８（　０）０（　０）０（　０）３（　８）２４６（　９）２７４保存食料品製造業４
（　２）８６（　０）０（　０）０（　２）８４（　０）０（　０）０（　０）２（　２）９３（　２）１０３みそ・食酢等の製造業５
（　３）１２（　０）０（　０）０（　２）１１（　０）０（　０）０（　１）１（　３）１２（　３）１２菓子・製あん業８
（　０）３（　０）０（　０）０（　０）３（　０）０（　０）０（　０）０（　０）３（　０）４米菓製造業等９
（　６）５７（　０）０（　０）０（　４）４６（　０）０（　０）０（　２）１１（　７）５７（　７）５２飲料製造業１０
（　３）２２（　０）０（　０）３（　３）２０（　０）０（　０）０（　０）２（　５）２５（　６）２７飼肥料製造業１１
（　０）３（　０）０（　０）０（　０）３（　０）０（　０）０（　０）０（　０）８（　０）６動植物油脂製造業１２
（　０）２（　０）０（　０）０（　０）２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）２（　０）２ぶどう糖水あめ製造業１５
（　３）２８（　０）０（　０）０（　３）２７（　０）０（　０）０（　０）１（　３）２９（　３）３１めん類製造業１６
（　１８）１９５（　０）０（　０）０（　１８）１９２（　０）０（　０）０（　０）３（　２２）２０７（　２６）２３１豆腐煮豆製造業１７
（　０）１６（　０）０（　０）０（　０）１５（　０）０（　０）０（　０）１（　０）２０（　０）１７冷凍調理食品製造業１８－２
（　２）５（　０）０（　０）０（　２）５（　０）０（　０）０（　０）０（　４）７（　４）７繊維製品製造業１９
（　０）２（　０）０（　０）０（　０）２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）２（　０）２一般製材業又は木材チップ製造業２１－２
（　０）３（　０）０（　０）０（　０）３（　０）０（　０）０（　０）０（　０）３（　０）３合板製造業２１－３
（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）１パーティクルボード製造業２１－４
（　０）４（　０）０（　０）１（　０）４（　０）０（　０）０（　０）０（　０）４（　０）４木材薬品処理業２２
（　０）２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）２（　０）２（　０）２紙加工品製造業２３
（　３４）４６（　０）０（　５）５（　３４）４６（　０）０（　０）０（　０）０（　４０）５２（　４４）５６印刷業等２３－２
（　０）１（　０）０（　０）１（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１化学肥料製造業２４
（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１無機顔料製造業２６
（　２）７（　０）０（　０）１（　２）５（　０）０（　０）０（　０）２（　２）７（　２）５その他の無機化学工業製造業２７
（　１）３（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）１（　１）２（　０）２（　０）２合成樹脂製造業３３
（　０）１（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１石けん製造業３８
（　０）１（　０）０（　０）１（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１その他の有機化学工業製品製造業４６
（　１）３（　０）０（　０）０（　１）２（　０）０（　０）０（　０）１（　１）３（　１）３医薬品製造業４７
（　０）１（　０）０（　０）１（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１農薬製造業４９
（　１）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　１）１（　１）１（　１）１石油精製業５１
（　２）３（　０）０（　０）０（　１）１（　０）０（　０）０（　１）２（　２）３（　２）３自動車タイヤ・チューブ製造業、ゴムホース製造業等５１－２
（　０）１（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０皮革製造業５２
（　４）９（　０）０（　０）０（　４）７（　０）０（　０）２（　０）２（　４）９（　４）１０ガラス製品製造業５３
（　１）５８（　０）０（　０）０（　１）５８（　０）０（　０）０（　０）０（　２）６５（　４）６８セメント製品製造業５４
（　１５）８８（　０）０（　０）０（　１５）８８（　０）０（　０）０（　０）０（　１６）９４（　１８）９６バッチャープラント５５
（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１（　０）１人造黒鉛電極製造業５７
（　０）１（　０）０（　０）１（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）１窯業原料の精製業５８
（　１）１２（　０）０（　０）０（　１）１２（　０）０（　０）０（　０）０（　１）１３（　１）１３砕石業５９
（　１）２３（　０）０（　０）０（　１）２２（　０）０（　０）０（　０）１（　３）２７（　３）２７砂利採取業６０
（　２）４（　０）０（　０）０（　１）１（　０）０（　１）１（　１）３（　２）４（　１）３鉄鋼業６１
（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　０）２（　０）１非鉄金属製造業６２
（　１）２２（　０）０（　１）８（　１）１４（　０）０（　０）７（　０）８（　１）２３（　１）２１金属製品製造業６３
（　１）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　１）１（　１）２（　１）１石炭を燃料とする火力発電施設の廃ガス洗浄施設６３－３
（　０）１（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０ガス供給業又はコークス製造業６４
（　５）１９（　０）０（　０）１（　０）７（　０）０（　０）１（　５）１２（　５）２１（　５）２０水道施設６４－２
（　１８）１００（　０）０（　４）３６（　１７）６９（　０）０（　１）１９（　１）３１（　１９）１０２（　１９）１００表面処理施設６５
（　３）１５（　０）０（　３）９（　３）１１（　０）０（　０）４（　０）４（　３）１５（　５）１８電気めっき施設６６
（　５８）８５３（　０）０（　０）０（　４１）７４５（　０）０（　０）１（　１７）１０８（　６９）９０６（　８１）８９３旅館業６６－３
（　５）３０（　０）０（　０）０（　５）２１（　０）０（　０）０（　０）９（　５）２９（　５）３０共同調理場６６－４
（　１０）２３（　０）０（　０）０（　１０）１９（　０）０（　０）０（　０）４（　９）２０（　１０）２１弁当製造業６６－５
（　１９）４５（　０）０（　０）０（　１７）３５（　０）０（　０）０（　２）１０（　１９）４７（　２５）５３飲食店６６－６
（　０）１（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　１）２（　１）２主食と認められる食事を提供しない飲食店６６－７
（　５６）２７６（　０）０（　０）４（　５２）２６８（　０）０（　０）０（　４）８（　６１）３０４（　６９）３１６洗たく業６７
（　２９）６９（　０）０（　０）１１（　２９）６９（　０）０（　０）０（　０）０（　３７）８１（　４４）８８写真現像業６８
（　９）１８（　０）０（　４）５（　７）１２（　０）０（　０）０（　２）６（　９）１９（　１０）２０病院６８－２
（　１）２（　０）０（　０）０（　１）２（　０）０（　０）０（　０）０（　１）２（　１）２と畜業６９
（　１）１（　０）０（　０）０（　１）１（　０）０（　０）０（　０）０（　１）１（　１）１中央卸売市場６９の２
（　０）１（　０）０（　０）０（　０）１（　０）０（　０）０（　０）０（　０）３（　０）２地方卸売市場６９の３
（　０）２（　０）０（　０）０（　０）２（　０）０（　０）０（　０）０（　０）２（　０）２廃油処理施設７０
（　１８）１９（　０）０（　０）０（　１７）１８（　０）０（　０）０（　１）１（　１９）２０（　１９）２０自動車分解整備事業７０－２
（３１０）７９２（　０）０（　０）０（３１０）７９１（　０）０（　０）０（　０）１（３４２）８４６（３８３）８０７自動式車両洗浄施設７１
（　９１）１４１（　０）０（　４１）５５（　９１）１３２（　０）０（　０）８（　０）９（　９２）１４７（　９１）１４５試験・研究機関７１－２
（　３）１９（　０）０（　０）２（　３）１７（　０）０（　０）０（　０）２（　３）２０（　３）１９一般廃棄物処理施設７１－３
（　６）１９（　０）０（　１）１（　６）１６（　０）０（　０）０（　０）３（　７）２１（　８）２３産業廃棄物処理施設７１－４
（　１）１５（　０）０（　１）１５（　１）１５（　０）０（　０）０（　０）０（　１）１４（　０）１２トリクロロエチレン等洗浄施設７１－５
（　１４）１６２（　０）０（　０）０（　０）２６（　０）０（　０）１（　１４）１３６（　１４）１６３（　１５）１６２し尿処理施設７２
（　５）３６（　０）０（　０）０（　０）０（　０）０（　０）１（　５）３６（　５）３９（　５）３９下水道終末処理施設７３
（　２）２１（　０）０（　０）１（　２）７（　０）０（　０）３（　０）１４（　２）２４（　２）２４共同処理施設７４
（８０３）４，９２５（　０）０（　６０）１６２（７４３）４，４２８（　０）０（　２）５１（　６０）４９７（８９２)５，２４２（９８６)５，４２８合                     計

（注）　（　）は仙台市分、内数
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

5　水環境への総合的な取組
自然界においては、降水が土壌等に保持され、
若しくは地表水及び地下水として流下して海域等
へ流入し、又は大気中に蒸発して再び降水になる
一連の過程（「自然の水循環」）があります。
この自然の水循環において、水の浄化機能その

他の自然の水循環の有する機能が十分に発揮さ
れ、人間の社会生活の営みと水環境その他の自然
環境の保全との適切な均衡が確保されている状態
を保全し、宮城県のもつ恵まれた水環境を次代へ
引き継ぎ、現在及び将来の県民が豊かな水の恩恵
を享受し、快適な社会生活を営むことができるよ
う、平成１６年６月に水循環保全条例が制定され、
平成１７年１月から施行されています。
県は、この条例に基づき、平成１８年度に、健全

な水循環の保全に関する施策の総合的かつ計画的
な推進を図るための基本的な計画である「宮城県
水循環保全基本計画」を策定、令和２年度に第２
期計画を策定しました。この「基本計画」では、
水循環の健全性を示す重要な４つの要素「清らか
な流れ」、「豊かな流れ」、「安全な流れ」及び「豊
かな生態系」を取り上げています。
また、県内を他県にまたがる大規模な北上川流

域及び阿武隈川流域とその２大流域にはさまれ
た、鳴瀬川流域、名取川流域、そして多くの小河
川から構成される南三陸海岸流域の計５流域に区
分し、この５つの流域ごとに施策の効果的かつ具
体的な推進を図るため「流域水循環計画」を策定
しています。これらは「基本計画」における健全
な水循環に重要な４つの要素の総合評価結果をも
とに、評価の低い流域から順次計画を策定するこ
ととしています。

○　流域水循環計画の策定状況と水道水源特定保
　全地域の指定
平成２０年度に「鳴瀬川流域」の計画を策定（平

成３０年度更新）し、平成２１年度に大和町、色麻町
及び加美町の区域の一部を水循環保全条例第１３条
に基づく「水道水源特定保全地域」として指定
（令和２年度変更）しました。
また、平成２２年度に「北上川流域」及び「名取

川流域」の計画を策定（令和２年度更新）し、平
成２３年度に栗原市、大崎市、仙台市及び川崎町の
区域の一部を「水道水源特定保全地域」として指
定しました。
一方、「南三陸海岸流域」及び「阿武隈川流域」に

ついては、東日本大震災からの復旧状況を考慮
し、令和３年度に計画を策定することとし、計画
策定済み流域における計画の着実な推進に向けた
取組についても併せて実施していくこととしてい
ます。
○　令和２年度の取組
平成３０年度に計画を更新した「鳴瀬川流域水循

環計画（第２期）」に基づき、「鳴瀬川流域水道水
源特定保全地域」を見直し、区域を拡張し指定し
ました。
また、「宮城県水循環保全基本計画（第２期）」、

「北上川流域水循環計画（第２期）」及び「名取川
流域水循環計画（第２期）」を策定しました。
前年度から引き続き各流域の関連事業や管理指

標等を取りまとめた報告書を関係者へ配布したほ
か、ホームページ等による周知を行い、流域計画
の着実な推進を図りました。

環境対策課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▲図３−４−２−６　宮城県水循環保全基本計画における各指標の評価（各要素で最も良い状態を１０点とする）
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10
8
6
4
2
0

宮城県全域（総合評価26.9点→30.3点）

清らかな流れ

豊かな流れ

安全な流れ 

豊かな生態系

7.7→7.4

8.9→8.9

4.1→7.3

6.2→6.7

（注）１　グラフは、宮城県水循環保全基本計画（変更）策定時（平成２７年度）の各指標の評価（黒線）と現時点の最新値による各指標の評価（青線）で示
しており、各要素で最も良い状態を１０点とする。
２　「清らかな流れ」及び「安全な流れ」については令和２年度データを最新値としている。
３　「豊かな流れ」及び「豊かな生態系」については平成３０年度及び令和元年度データを最新値としている。　
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

1　土壌環境保全対策
本県における土壌環境保全上の課題としては、
二迫川地域（栗原市：旧築館町、旧栗駒町、旧鶯
沢町）及び小原・赤井畑地域（白石市）において、
環境基準を超えるレベルではありませんが、カド
ミウムを含む農産物が生産される地域が確認され
たことから、このような地域も土壌汚染地域に準
じて対策を進めてきました。
○　二迫川地域
昭和４３年１１月、厚生省（当時）が実施したカド

ミウムに係る環境汚染調査の結果、昭和４４年３月
に旧鶯沢町二迫川支流鉛川沿岸の水田１４．３０haが
環境汚染要観察地域に指定されました。
このため、土壌汚染防止対策事業細密調査及び

県単独事業による補足調査（昭和４５～４７年度）を
実施したところ、旧３町で農用地２１０．４４haにカド
ミウム汚染が認められました。このうち、旧鶯沢
町の２３．６７haについて、昭和５１年９月に農用地土
壌汚染対策地域に指定し、昭和５５年度から昭和６０
年度にかけて公害防除特別土地改良事業を実施す
るとともに、昭和５６年度から平成元年度まで事業
実施後の状況把握調査を実施しました。
その結果、指定要件（玄米カドミウム濃度１芦
以上）が消滅したものと判断できる２２．９８haにつ
いて、平成３年１月に農用地土壌汚染対策地域の
指定解除を行っています。
さらに、残りの０．６９haについてALC（カドミウム吸
収抑制資材）を散布し、調査を継続した結果、指定
要件（玄米カドミウム濃度０．４ppm以上）が消滅したと
判断し、平成２３年６月に指定を解除しました。
なお、これまでに土壌汚染対策事業等でALCの

散布を実施した結果、現在、「食品衛生法」（昭和
２２年法律第２３３号）によるカドミウム基準値
（０．４ppm）を超過する産米の発生が懸念される農
用地は減少しています。
○　小原・赤井畑地域
昭和４８年度の休廃止鉱山に係る環境調査及び休

廃止鉱山農作物等被害調査の結果、小原・赤井畑
地域において、１．２８haの農用地でカドミウムによ
る土壌汚染が明らかになりました。
その後、平成９年にALCを散布し、カドミウム
基準値（０．４ppm）を超過する産米の発生抑制を
図りました。

2　土壌汚染対策
○　農用地の土壌汚染対策
①　カドミウム基準値超過米の生産防止対策の実
　施状況
水稲のカドミウム吸収を抑制するための生産防

止計画作成について助言し、適切な水管理に向け
た普及啓発や実施状況の確認を行い、生産防止対
策の着実な実施を指導しました。
②　カドミウム基準値超過米の市場流通防止対策
　の実施状況
カドミウム基準値超過米の市場流通を防止する

ため、二迫川地域等において産米の流通前調査を
実施しました。

3　地盤環境の保全
○　安全な地盤環境を目指して講じた施策
昭和５０年に、｢工業用水法｣（昭和３１年法律第１４６

号）に基づき仙台市東部地域、多賀城市及び七ヶ
浜町の指定地域内（約９０挨）で揚水設備（吐出口
の断面積６哀を超えるもの）により地下水を採取
し、これを工業の用に供する場合は、知事の許可
を必要とします。
また、昭和４９年以来「地盤沈下防止対策要綱」

によって、仙台市宮城野区苦竹地区等を指定し、
地下水揚水量の削減指導を行ってきており、平成
８年には、それまでの要綱による指導を公害防止
条例による規制としました。
公害防止条例は、仙台市、塩竈市、多賀城市及

び利府町の指定地域内（６２．４挨）で揚水設備（吐
出口の断面積６哀を超えるもの）により地下水を
採取しようとする者には、業種及び用途にかかわ
らず届出を義務付けており、建設工事に伴う揚水
も対象としています。また、地下水採取量の記
録、報告を義務付けるとともに、地下水採取量の
削減、水源転換等の指導を行っています。現在、
指定地域内の揚水設備の届出本数は１７２本となっ
ており、農業用井戸が最も大きい割合を占めてい
ます。また、建設工事に係る揚水設備の設置届出
件数は、令和２年度は５件（うち仙台市２件）で
した。

３　土壌環境・地盤環境の保全

環境対策課

みやぎ米推進課

みやぎ米推進課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

1　工場・事業場対策
騒音規制法及び振動規制法により、騒音及び振
動から生活環境を保全すべき地域を「指定地域」
として知事及び各市長が指定しています。指定地
域内においては、法に定める特定施設（以下「法
特定施設」という。）を設置している工場や事業場
（以下「特定工場等」という。）の事業活動の他、
法に定める特定建設作業の騒音・振動を規制して
います。また、道路交通騒音・振動については、

市町村長が県公安委員会等に対して所要の措置を
執るよう要請することができます。
また、公害防止条例により、指定地域外に設置

されている法特定施設の騒音・振動を規制すると
ともに、法特定施設以外の特定施設を追加し、指
定地域にかかわらず全県的に規制しています。
指定地域を有する市町村については、当該市町

村が規制・指導にあたっています。

４　地域における静穏な環境の保全 

環境対策課

▲図３−４−２−７　工業用水法に基づく指定地域図
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

▼表３−４−２−１９　騒音に係る法律・条例に基づく規制（令和３年３月３１日現在）
宮　城　県　公　害　防　止　条　例騒　音　規　制　法

県内全域仙台市の都市計画区域及び石巻市他２４市町村の都市計画法で定める用途地域（騒音
に係る環境基準の指定地域に同じ）指定地域

法律に定める１１種類にクーリングタワー等７種類を加えた１８種類金属加工機械等１１種類特定施設規定
対象 深夜営業騒音、拡声機騒音特定建設作業騒音、自動車騒音その他　

県保健所及び指定地域を有する市町村指定地域を有する市町村規制・指導
主体　　　

　（備考）
・上表に掲げる第２種区域、第３種区域、第４種区域の区域内に所在する学校、保育所、病院及び患者を入院させるための施設を有する診療所、図書館、特別
養護老人ホーム並びに幼保連携型認定こども園の敷地及びその周囲おおむね５０mの区域内における当該基準は、上表に定める値からそれぞれ５デシベルを減
じた値とする。　
・都市計画法に基づく用途地域の指定のない地域及び仙台市の一部の近隣商業地域については、公害防止条例施行規則に基づき「第２種区域」の規制基準を適
用する。

工
場
・
事
業
場
騒
音

規
　
　
制
　
　
基
　
　
準
　
　
等

［深夜営業騒音］

（備考）
◇この規制基準は、２２時から６時までの時間に適用
◇音響機器の使用禁止時間は２３時から６時まで

［拡声機騒音］

［特定建設作業騒音］

（備考）
◇第１号区域；第１種、第２種及び第３種区域並びに第４種区域のうち学
校、保育所、病院、図書館、特別養護老人ホーム、幼保連携型認定こども
園等の敷地８０mまでの区域
◇第２号区域；指定地域のうち第１号区域以外の区域

［自動車騒音の要請限度］

（備考）
ａ区域；第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、田園住居地域、

第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域
ｂ区域；第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域
ｃ区域；近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

そ
　
の
　
他

［指定地域を有する市町村（２６市町村）］
仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、白石市、名取市、角田市、多賀城市、岩
沼市、登米市、栗原市、東松島市、大崎市、富谷市、大河原町、村田町、柴田
町、亘理町、松島町、七ヶ浜町、利府町、大和町、大衡村、美里町、女川町、
南三陸町

夜間
（２２：００～６：００）

朝（６：００～８：００）
夕（１９：００～２２：００）

昼間
（８：００～１９：００）

時間区分
区域区分

４０デシベル４５デシベル５０デシベル文教地区、第１種低層住居専用地域、第２種低
層住居専用地域、田園住居地域第１種区域

４５デシベル５０デシベル５５デシベル
第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居
専用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、
準住居地域

第２種区域

５０デシベル５５デシベル６０デシベル近隣商業地域、商業地域、準工業地域第３種区域

５５デシベル６０デシベル６５デシベル工業地域第４種区域

第２号区域第１号区域規制種別

８５デシベル（敷地境界線）基準値

２２：００～６：００１９：００～７：００作業禁止時間

１４時間以内１０時間以内１日当たりの作業時間

連続６日以内作業期間

日曜日その他の休日作業禁止日

夜間
２２：００～６：００

昼間
６：００～２２：００区域の区分

５５デシベル以下６５デシベル以下
ａ区域及びｂ区域のうち
１車線を有する道路に面
する区域

６５デシベル以下７０デシベル以下
ａ区域のうち２車線以上
の車線を有する道路に面
する区域

７０デシベル以下７５デシベル以下

ｂ区域のうち２車線以上
の車線を有する道路に面
する区域及びｃ区域のう
ち車線を有する道路に面
する区域

７０デシベル以下７５デシベル以下幹線道路に近接する空間
における特例

規制基準地域の区分

４０デシベル文教地区、第１種低層住居専用地域、第２
種低層住居専用地域第１種区域

４５デシベル
第１種中高層住居専用地域、第２種中高
層住居専用地域、第１種住居地域、第２種
住居地域、準住居地域

第２種区域

５０デシベル近隣商業地域、商業地域、準工業地域第３種区域

５５デシベル工業地域第４種区域

拡声器の設置場所
規制種別

航空機自動車店頭・街頭

地上１．２ｍの
地点において
６５デシベル以
下

拡声機の正面か
ら１ｍの位置で
７５デシベル以下

１つの拡声機の放送
音量又は他の拡声器
の放送音量との複合
音量として地上１．２
ｍの高さで７０デシベ
ル以下

音量基準

１０：００～１５：００８：００～１９：００使用時間

学校、保育所、病院、患者の収容施設
のある診療所、図書館、特別養護老人
ホーム、幼保連携型認定こども園の周
囲１００m

使用禁止区域

□総幅員６．５ｍ
未満の道路の場
合１地点におい
て５分以内の使
用
□総幅員５ｍ未
満の道路におい
ては設置しない
□１回１０分以内
とし、次回の使
用までに１０分以
上の休止時間を
おく

□総幅員５ｍ未満の
道路においては設置
しない
□地上５ｍ以上の位
置での使用は拡声機
の延長が１０ｍ以内の
広場又は道路に落ち
るようにする
□１回１０分以内と
し、次回の使用まで
に１０分以上の休止時
間をおく

使用方法

○　騒音防止対策
令和２年度末現在、騒音規制法に基づく指定地

域は２６市町村で指定されています。
騒音規制法に定める特定施設は金属加工施設等

１１施設、公害防止条例に定める特定施設はクーリ
ングタワー等７施設の計１８施設を規制していま
す。
特定工場等から発生する騒音に関しては、特定

工場等の敷地境界で規制基準の遵守義務が課せら

れており、県又は市町村は、特定工場等から発生
する騒音が規制基準に適合しないことにより周辺
の生活環境が損なわれると認められる場合、計画
変更勧告又は改善勧告を行うことができます。
令和２年度末現在、騒音規制法及び公害防止条

例に基づく届出件数は特定施設３０，７３０件（特定工
場・事業場６，１９６件）、立入検査は５９件、苦情等に
基づく測定は４件でした。
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

▼表３−４−２−２０　騒音に係る特定施設設置届出状況（令和２年度）　

合　　　　　計公害防止条例に基づく
設置届出数

騒音規制法に基づく
設置届出数特　定　施　設　名

特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数
２，７０３３６２１，４８４１５７１，２１９２０５金属加工機械１
１４，８９７２，３４８５，４５８７２１９，４３９１，６２７空気圧縮機及び送風機２
９３９２１５５６６１３７３７３７８土石用又は鉱物用破砕機３
１７９１３１５９１６４４織機４
２１８１０７１０８５１１１０５６建設用資材製造機械５
４７１７２６１０２１７穀物用製粉機６

１，１１３３４２５８４１４３５２９１９９木材加工機械７
２５３１５１１０２抄紙機８
８７５２１５２３８３３６３７１８２印刷機械９
１，８９０７９１，０８１４０８０９３９合成樹脂用射出成形機１０
５８２２４３１９１５３鋳型造型機１１
２８２８３２８２８３−−ディーゼルエンジン及びガソリンエンジン１２
１，８７３７２９１，８７３７２９−−クーリングタワー１３
３，４２８１，３０１３，４２８１，３０１−−バーナー１４
２５３７８２５３７８−−繊維工業用機械１５
１７３６３１７３６３−−コンクリート管等製造機１６
５６６３５５６６３５−−金属製品製造機械１７
１，２１１１８４１，２１１１８４−−土石等加工機械１８
３０，７３０６，１９６１７，４０４３，７９４１３，３２６２，４０２合計

▼表３−４−２−２１　騒音に係る工場・事業場立入検査状況

処分件数測定件数立入件数　　　　　　　区分
年度　　　　　　　

０２７１５４平成２８年度
０１１１２６平成２９年度
０５１７１平成３０年度
０４１３０令和元年度
０４５９令和２年度

○　振動防止対策
令和２年度末現在、振動規制法に基づく指定地

域は２６市町村で指定されています。
特定工場等から発生する振動に関しては、特定

工場等の敷地境界で規制基準の遵守義務が課せら
れており、県又は市町村は、特定工場等から発生
する振動が規制基準に適合しないことにより周辺

の生活環境が損なわれると認められる場合には計
画変更勧告や改善勧告を行うことができます。
令和２年度末現在で、振動規制法及び公害防止

条例に基づく届出件数は、特定施設２２，０３７件（特
定工場・事業場４，４４９件）、立入検査は２２件でした。
なお、苦情等に基づく測定は行いませんでした。
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

▼表３−４−２−２２　振動に係る法律・条例に基づく規制（令和３年３月３１日現在）
宮　城　県　公　害　防　止　条　例振　動　規　制　法

県内全域仙台市の都市計画区域及び石巻市他２４市町村の都市計画法で定める用途地域指定地域

法律に定める１０種類に冷凍機等３種類を加えた１３種類圧縮機等１０種類特定施設規定
対象 特定建設作業振動、道路交通振動その他

県保健所及び指定地域を有する市町村指定地域を有する市町村規制・指導
主体　　　

（備考）
・上表に掲げる区域内に所在する学校、保育所、病院及び患者を入院させるための施設を有する診療所、図書館、特別養護老人ホーム並びに幼保連携型認定こ
ども園の敷地の周囲おおむね５０mの区域内における基準は、上表に定める値からそれぞれ５デシベルを減じた値とする。 

・都市計画法に基づく用途地域の指定のない地域及び仙台市の一部の近隣商業地域については、公害防止条例施行規則に基づき「第１種区域」の規制基準を適
用する。

工
場
・
事
業
場
振
動

規
　
　
制
　
　
基
　
　
準
　
　
等

［指定地域を有する市町村（２６市町村）］
仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、白石市、名取市、角田市、多賀城市、岩
沼市、登米市、栗原市、東松島市、大崎市、富谷市、大河原町、村田町、柴田
町、亘理町、松島町、七ヶ浜町、利府町、大和町、大衡村、美里町、女川町、
南三陸町

［特定建設作業振動］

（備考）
◇第１号区域；第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、田園住
居地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種
住居地域、第２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域及び準
工業地域並びに工業地域のうち学校、保育所、病院、図書館、特別養護老
人ホーム、幼保連携型認定こども園等の敷地８０ｍまでの区域
◇第２号区域；指定地域のうち第１号区域以外の区域

［道路交通振動の要請限度］

そ
　
の
　
他

夜間
（１９：００～８：００）

昼間
（８：００～１９：００）

時間区分
区域区分

５５デシベル６０デシベル

文教地区、第１種低層住居専用地域、第２種低
層住居専用地域、田園住居地域、第１種中高層
住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第
１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域

第１種区域

６０デシベル６５デシベル近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地
域第２種区域

第２号区域第１号区域規制種別

７５デシベル（敷地境界線）基準値

２２：００～６：００１９：００～７：００作業禁止時間

１４時間以内１０時間以内１日当たりの作業時間

連続６日以内作業期間

日曜日その他の休日作業禁止日

夜間
１９：００～８：００

昼間
８：００～１９：００区域の区分

６０デシベル６５デシベル第１種区域

６５デシベル７０デシベル第２種区域

▼表３−４−２−２３　振動に係る特定施設設置届出状況（令和２年度）

合　　　　　計公害防止条例に基づく
設置届出数

振動規制法に基づく
設置届出数特　　定　　施　　設　　名

特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数特定施設数特定工場等数
２，０９８３６４１，１６４１０４９３４２６０金属加工機械１
４，２８６１，１８９１，９３７４４７２，３４９７４２圧縮機２
９０９３５６５５１１４４３５８２１２土石用又は鉱物用破砕機等３
１６７１５３００１６７１５３織機４
１１２６８５４３５５８３３コンクリート製品製造機械５
２２９１０８１３２５９９７４９ドラムバーカー又はチッパー６
２４２９１９１２４１５１６７印刷機械７
１０８９３７４７１５ゴム・合成樹脂練用ロール機８
１，７１４１２９９８２３９７３２９０合成樹脂用射出成形機９
２２３１８２４１鋳型造型機１０
４１８４１８−−金属加工機械１１
２３３６７２３３６７−−ディーゼルエンジン１２

１１，８７６１，９０４１１，８７６１，９０４−−冷凍機１３
２２，０３７４，４４９１７，１１６２，８３７４，９２１１，６１２合　　　　　計

▼表３−４−２−２４　振動に係る工場・事業場立入検査状況

処分件数測定件数立入件数　　　　　　　区分
年度　　　　　　　

０２７１平成２８年度
０５２８平成２９年度
０２５７平成３０年度
０２４７令和元年度
００２２令和２年度
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

２　建設作業騒音等対策
騒音規制法及び振動規制法の指定地域を有する
市町村（以下「指定市町村」という。）では、この
指定地域内で特定建設作業を行おうとする者に届
出を義務付けており、作業方法や作業時間等につ
いて規制しています。
指定市町村は、特定建設作業の規制基準に適合

しないことにより周辺の生活環境が損なわれると

認められる場合、騒音・振動の防止方法等に対す
る改善勧告や改善命令等の措置を行うことがで
き、作業時間や作業方法について違反した場合、
改善を指導しています。
令和２年度末現在、騒音規制法に基づく届出件

数は４４３件、振動規制法に基づく届出件数は２１２件
でした。

3　自動車交通騒音対策
自動車騒音の常時監視は知事又は市長の責務と

されており、GISを使用した自動車騒音面的評価
システムを用いて、県内の主要路線における環境
基準の達成状況を算出しています。
また、高速自動車道等に係る騒音等の問題につ

いて「高速自動車道騒音等防止対策実施要領」を
定め、高規格道路（東北・山形自動車道、常磐自
動車道、仙台東部道路、仙台南部道路、仙台北部
道路及び三陸自動車道等）の沿道市町村や道路管
理者と連携して騒音防止対策の推進と効率化を図
るため、毎年会議を開催し、騒音測定結果を共有
するとともに、道路管理者に騒音防止対策の要請
等を行っています。
さらに、新幹線及び高速自動車道を持つ１０県で

構成する「東北・上越・北陸新幹線、高速自動車
道公害対策１０県協議会」として、毎年、東日本高
速道路株式会社に対して高速自動車道に係る騒音
対策の推進について要請を行っています。

道路管理者の東日本高速道路株式会社及び宮城
県道路公社は、騒音防止対策として、遮音壁の設
置及び高機能（低騒音）舗装を実施しています。令
和２年度末現在、東日本高速道路株式会社の騒音
防止対策は、遮音壁総延長４３．６km（上下線別）、
高機能（低騒音）舗装８２０km（一車線換算）、宮城
県道路公社の騒音防止対策は、遮音壁１．０km（上
下線別）、高機能（低騒音）舗装７０．３km（一車線
換算）となっています。

4　航空機騒音対策
県及び関係市は、周辺地域への航空機騒音の影

響を把握するため、通年測定や短期測定により環
境基準の達成状況や騒音低減対策の効果について
調査を行い、県が毎年開催する「仙台空港航空機
騒音対策会議」及び「松島飛行場航空機騒音対策
会議」で測定結果を報告し、関係機関に周知して
います。

環境対策課

▼表３−４−２−２６　振動規制法に基づく特定建設作業届出件数

令和２年度令和元年度平成３０年度平成２９年度平成２８年度特定建設作業

５９８９９４９９９９くい打機、くい抜機又はくい打くい抜
機を使用する作業１

０００１０鋼球を使用して建築物その他の工作物
を破壊する作業２

０２６６１舗装版破砕機を使用する作業３

１４２１４８１８７２３７２１３ブレーカーを使用する作業４

２０１２３９２８７３４３３１３合　　　　　計

▼表３−４−２−２５　騒音規制法に基づく特定建設作業届出件数
令和２年度令和元年度平成３０年度平成２９年度平成２８年度特定建設作業

３０５１６６７０６７くい打機、くい抜機又はくい打くい抜
機を使用する作業１

３１０１０びょう打機を使用する作業２

２３２２２６２１５２４８１９８さく岩機を使用する作業３

４４２５４７４４６１空気圧縮機を使用する作業４

１００２２コンクリートプラント又はアスファル
トプラントを設けて行う作業５

５４６５７４１０５１６０バックホウを使用する作業６

１０２０１トラクターショベルを使用する作業７

９６１１１１３６ブルドーザーを使用する作業８

３７４３７４４１５４８１５２５合　　　　　計

環境対策課

環境対策課
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

航空機騒音対策としては、発生源対策のほか、
騒音軽減運航方式の導入や空港周辺対策等がとら
れています。
発生源対策は、国際民間航空条約を踏まえた

「航空法」（昭和２７年法律第２３１号）に基づく航空機
の耐空証明制度として実施されており、騒音基準
に適合しない航空機は運航が禁止されています。
仙台空港では、騒音軽減運航方式として①滑走

路の人家がない方向に離着陸を行う優先滑走路方
式、②人家を避けた飛行経路を飛行する優先飛行
経路方式及び③急上昇方式等が適宜採用されてい
ます。また、周辺地域については、「公共用飛行場
周辺における航空機騒音による障害の防止等に関
する法律」（昭和４２年法律第１１０号）等に基づき、
学校や病院等の障害防止工事及び共同利用施設の
整備が助成され、航空機騒音の影響の大きさに応
じた住宅防音工事や移転補償、緩衝緑地の整備等
が行われています。
航空自衛隊松島基地周辺については、「防衛施

設周辺の生活環境の整備等に関する法律」（昭和４９
年法律第１０１号）等に基づき、民間空港に準じた周
辺対策が行われています。

5　鉄道騒音対策
沿線市町村の協力を得て東北新幹線鉄道沿線に
定点を定め、毎年騒音・振動測定を実施していま
す。その測定結果は、「東北新幹線鉄道騒音等対
策会議」で報告し、関係機関に周知しています。
また、新幹線及び高速自動車道を持つ１０県で構
成する「東北、上越、北陸新幹線、高速自動車道
公害対策１０県協議会」の会員として、東日本旅客

鉄道株式会社等に対して新幹線鉄道に係る騒音対
策の推進について要請を行っています。
新幹線騒音対策としては、車両単体対策及び構

造物対策等が実施されています。
車両単体対策は、パンタグラフ数の削減、カ

バー取り付けによる風切音やアーク音の低減及び
先頭形状の変更による騒音・低周波音対策が行わ
れています。
構造物対策は、新幹線鉄道騒音の環境基準の達

成状況が思わしくなかったことから、当面７５デシ
ベル以下とすることを目標に、昭和６０年度から吸
音板設置、防音壁嵩上げ、逆L型防音壁設置及び
レール削正等の対策が段階的に講じられていま
す。
また、新幹線の高速化に伴い、トンネル出入口

からの低周波音により家屋内の家具ががたつく等
の苦情が発生しており、緩衝工の設置等の対策が
講じられています。
新幹線鉄道以外の在来鉄道については、新設又

は高架化等のように環境が急変する場合の騒音の
未然防止の観点から、平成７年１２月に「在来鉄道
の新設又は大規模改良に際しての騒音対策の指
針」が定められ、沿線地域の環境保全が図られて
います。

6　深夜営業騒音対策
カラオケに代表される深夜営業騒音の防止を図

るため、公害防止条例により飲食店営業等を対象
に規制を行っており、県及び市町村は立入検査を
実施するなどして指導を行っています。

▼表３−４−２−２７　深夜営業騒音規制状況（令和２年度）

立入検査件数苦情発生地域の内訳苦情発生件数
計測定苦情立入計無指定商工業系住居系計使用禁止音量制限
７０７１６０１２４１６８８

環境対策課

環境対策課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

1　ダイオキシン類対策特別措置法による
　監視指導

○　特定事業場
ダイオキシン類対策特別措置法の特定事業場

は、県内（仙台市を除く。）に１０７か所あり、これ
らを対象に、自主測定結果や施設の維持管理状況
等の確認のため立入検査を行い、適正な施設管理
等の指導を実施しています。令和２年度は、行政
測定の結果、排出基準を超過した施設はありませ
んでした。

５　化学物質による環境リスクの低減 

▼表３−４−２−２８　令和２年度監視指導状況

測定分析
件数

文書による
指導件数

立入検査件数
（延べ数）

届出事業場数

令和２年度
末現在

令和元年度
末現在

１１０１１１０７１０７特定事業場
１００１０１０１１０１大気基準適用事業場

１０１６６水質基準適用事業場

環境対策課

○　特定施設
廃棄物焼却施設などのダイオキシン類対策特別

措置法で定める特定施設の設置者は、同法に基づ
き、施設からの排出ガス（排出水）等に含まれる
ダイオキシン類濃度の測定を年１回以上行い、そ
の結果を知事（仙台市にあっては市長（以下同
じ）。）に報告し、知事は、それを公表することと
なっています。令和２年度に実施された自主測定
結果では、すべての施設で基準を満たしていまし
た。
このほか、測定義務のある一般廃棄物最終処分

場及び産業廃棄物最終処分場の設置者は、同法に
基づき、処分場からの放流水及び処分場周縁の地
下水中のダイオキシン類の測定を年１回以上行う
ことが義務付けられています。

循環型社会推進課

▼表３−４−２−２９　大気排出基準適用施設の自主測定結果（令和２年度）

基準値測定結果施設数※２事業場数※２
測定項目※１特定施設の種類

不適合未測定測定実施未測定
５０.２８～０.３１００２２０１排出ガス製 鋼 用 電 気 炉
５０.００２１００１１０１排出ガスアルミ合金製造用溶解炉

０.１～１０※３０～４.２０１９０９１
１８０

排出ガス
廃 棄 物 焼 却 炉

－
 ０～６.０－１７７７８※４ば いじん
０～１.８－１７４７５※４燃 え 殻

※１　測定項目のうち、ばいじんとは、集じん機によって集められた飛灰をいう。燃え殻とは、焼却残灰、炉清掃掃出物などをいう。
※２　休止中の事業場及び施設を除いた数を計上している。
※３　廃棄物焼却炉に係る排出ガスの基準値は、廃棄物焼却炉の設置時期及び処理能力によって、０．１～１０ng-TEQ／㎥Ｎの間で定められている。
※４　廃棄物焼却炉のうち、構造によって、ばいじん、燃え殻が発生しないものがあり、この場合、その測定義務が適用されないため、測定項目ご

とに施設数が異なる。また、ばいじん、燃え殻については、排出基準値は設定されていない。

(排出ガス：ng-TEQ/㎥Ｎ、ばいじん・燃え殻：ng-TEQ/g)

▼表３−４−２−３０　水質排出基準適用施設の自主測定結果（令和２年度）

測　　定　　結　　果
（pg-TEQ/L）事　　業　　場　　数

特定施設の種類
基準値自主測定未測定測定実施
1００．０９～０．３００２２パルプ製造用塩素漂白施設
1００．０００４７０11廃棄物焼却炉廃ガス洗浄施設
1００．００１４０11下 水 道 終 末 処 理 施 設

▼表３−４−２−３１　最終処分場の自主測定結果（令和２年度）

測　定　結　果
（pg-TEQ/L）施　　　設　　　数

測定項目
基準値自主検査未測定測定実施

排出基準　１００～３．４０２５２５放 流 水
環境基準   １０～０．４０２６２６地 下 水
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第３部　持続可能な社会の実現に向けた県の取組

2　内分泌かく乱物質調査
内分泌かく乱物質による環境汚染は、科学的に
は未解明な点が多く残されているものの、それが
生物生存の基本条件にかかわるとともに、世代を
超えた深刻な影響をもたらすおそれがあることか
ら、国は、平成１０年５月に策定した「環境ホルモ
ン戦略計画SPEED'９８」及び新たな科学的知見を
踏まえて平成１７年３月に改定した「化学物質の内
分泌かく乱作用に関する環境省の今後の対応方針
についてEXTEND２００５」に基づいて、取組を実施
してきました。その後、これまでの取組が見直さ
れ、平成２２年７月に「化学物質の内分泌かく乱作
用に関する今後の対応EXTEND２０１０」が向こう５
年程度を見据えた新たな方針として取りまとめら
れました。
EXTEND２０１０では、今後の取組を、①野生生物
の生物学的知見研究の推進及び基盤的研究、②試
験法の開発及び評価の枠組みの確立、③環境中濃
度の実態把握及びばく露の評価、④作用・影響評
価の実施、⑤リスク評価及びリスク管理、⑥情報
提供等の推進、⑦国際協力の推進という７つの構
成の対応方針に基づき推進することとしていま
す。
また、EXTEND２０１０の開始から５年が経過し

たことを受け、「化学物質の内分泌かく乱作用に
関する検討会」及び関係する検討部会による検討
を経て、国としての対応の方向性を、「化学物質の
内分泌かく乱作用に関する今後の対応–
EXTEND２０１６–」としてとりまとめ「環境行政の
中で化学物質の内分泌かく乱作用に伴う環境リス
クを適切に評価し、必要に応じて管理していくこ
とを目標として、化学物質の内分泌かく乱作用の
評価手法の確立と評価の実施を加速化することに
力点を置く」というEXTEND２０１０の基本理念を踏
まえ、更に着実に推進させていくことになりまし
た。
このような国の対策と連携し、県は平成２０年度
以降、化学物質環境実態調査を活用し、内分泌か
く乱物質の実態把握に努めています。

3　環境リスク管理の促進
○　事業者の自主的な管理改善の促進に向けた普
　及・啓発

①　宮城県化学物質適正管理指針の普及啓発
化管法第４条では、事業者に、取り扱う指定化

学物質について認識し、「化学物質管理指針」に留
意して管理を行い、その管理の状況に関する国民
の理解を深めるよう努力することを求めていま

す。そこで、県は、事業者が「化学物質管理指針」
に基づいて行う、自主的な管理の改善を促進する
ための基本方針や管理計画等の策定に関するガイ
ドラインとして活用していただくため、「宮城県
化学物質適正管理指針（平成３０年１０月改訂）」を策
定し、関係者への普及・啓発を図っています。
②　リスクコミュニケーションセミナー
事業者自身による化学物質の適正管理と排出削

減はもちろん重要ですが、より合理的に環境リス
クを管理し、削減するためには、住民、事業者、
行政が化学物質に関する情報を共有し、意見交換
を通じて意思疎通と相互の理解を深めるリスクコ
ミュニケーションの取組が有効とされています。
そこで、事業者のリスクコミュニケーションへ

の理解を深めるため、県内の事業者や行政担当者
等を対象に、平成２２年度から「事業者のためのリ
スクコミュニケーションセミナー」を開催してい
ます。
このセミナーでは専門家の講演のほか、県内の

事業者から現場での取組みを紹介していただき、
参加者全員での意見交換をしていくものです。
令和２年度は、東京エレクトロン宮城株式会社

から取組を紹介していただきました。リスクコ
ミュニケーションに関する理解を深め、その必要
性を認識することができました。
③　事業者主導型リスクコミュニケーション事業
リスクコミュニケーションが県内の事業者に普

及し定着することを目指し、平成２１年度から「リ
スクコミュニケーションモデル事業」を実施して
きましたが、事業者自らの意識を高めるため、平
成２５年度から「事業者主導型リスクコミュニケー
ション事業」を行っています。
この事業では、事業者の自主的な取組を支援す

るため、企画立案の助言やコーディネートの他、
化学物質アドバイザーの派遣などを行っていま
す。
開催に当たっては、事業者の地域住民に対する

事前アンケート調査を支援したり、地域住民や県
内事業者に参加を働きかけたりしながら、リスク
コミュニケーションの必要性やその実施につい
て、目で見て体で感じてもらう普及啓発を行って
います。
令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大防止の観点から中止しました。

環境対策課

環境対策課
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第４章　安全で良好な生活環境の確保

1　放射線・放射能の監視・測定
①　放射能測定　
農林水産物及び水道水等の試料中の放射性物質

濃度測定については、平成２３年３月２５日から実施
を開始し、平成２４年４月からは、食品についてよ
り厳しい基準値が定められたことを受け、「宮城
県放射線・放射能測定実施計画」を策定し、計画
的に測定を実施しています。
令和２年３月末現在の測定結果は、林産物及び

野生鳥獣肉の一部を除いて、国の基準値を超過し
たものはありませんでした。また、基準値を超過
した場合は、関係自治体及び事業者に対し、生産
物の流通等がなされないよう出荷制限又は出荷自
粛等の措置を行っています。
②　測定結果等の公表
平成２３年９月２８日にインターネット上に放射

線・放射能に関する情報を一元化したポータルサ
イト「放射能情報サイトみやぎ」を開設し、日々
の空間放射線量率、各種放射能測定結果及び関連
情報について、随時公表してきましたが、より県
民の放射線・放射能に対する不安解消のため、原
子力発電に関する安全・防災対策、放射線・放射
能の知識など新たなコンテンツをメインとした
ポータルサイトとして令和２年４月１日に「みや
ぎ原子力情報ステーション」としてリニューアル
しました。
③　放射性物質による汚染の除去等の取組
県は、福島第一原子力発電所事故による被害等

に対する総合的な対応を図るため、平成２４年１月
に、事故被害対策基本方針を策定し、県内全ての

６　環境中の放射線・放射能の監視・測定・知識の普及啓発
原子力安全対策課

▲「みやぎ原子力情報ステーション」

みやぎ原子力情報ステーションURL（PC、スマートフォ
ン共通）
　https://www.r-info-miyagi.jp/r-info/

地域について、生活環境における年間の追加被ば
く線量を５年以内に１ミリシーベルト以下とする
ことを目標としました。この目標を達成するた
め、放射性物質による汚染物除去等の取組を進
め、平成２９年３月に除染実施計画に基づく面的除
染が完了しました。

2　正しい知識の普及・啓発
県は、県民の放射線・放射能に関する不安の解

消を図るため、「みやぎ原子力情報ステーション」
における、各種測定結果等の迅速かつ正確な情報
発信及び「放射線・放射能に関するセミナー」を
通じた正しい知識の普及啓発に努めています。
「放射線・放射能に関するセミナー」では、専門
家による講演に加え、ポータブル型の空間放射線
測定器及び自然放射線の軌跡を観察する機器であ
る「霧箱」を使用した測定実演も行い、令和２年
度は２会場で計４６人が参加しました。
また、新たな試みとして、少人数制の車座研修

会を実施し、少人数で質疑を中心とした研修で、
参加者からは好評でした。
さらに、県内全戸に配付している「みやぎ県政

だより」に記事を掲載するとともに、パンフレッ
トを作成し、市町村等に配布しました。

▲放射線・放射能に関する車座研修会（令和３年１月２０日）

▲パンフレット
「宮城県放射線・放射能測定・検査のあらまし」


